2016年3月28日～31日　戦争法施行を中心に時事通信、共同通信、ＮＨＫの報道から
「安保法、今すぐ廃止を」＝主婦や若者ら国会前抗議－３万７０００人・東京
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国会前で「戦争法廃止！」などと書かれたボードを掲げる人たち＝２９日夜、東京都千代田区
　安全保障関連法が施行された２９日、東京・永田町の国会前では、抗議に集まった大勢の市民らが「戦争法は今すぐ廃止」などとシュプレヒコールを繰り返した。「戦争は嫌だ」などと書かれたボードを手にした主婦や若者たちの姿も目立った。
　抗議集会は「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」や学生団体「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」などの呼び掛けで行われ、主催者発表によると、約３万７０００人が参加した。
　２日前に京都市から友人と来たという保育関係の仕事をしている妹尾叶子さん（２５）は「施行されようがされまいが、あかんもんはあかん。国民の理解が得られていないのに考えられない」と憤った。「デモで国民が反対しているのを形として見せないといけない」と強調した。
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国会前に集まり、安全保障関連法施行に反対する人たち＝２９日夜、東京都千代田区
　「安保関連法に反対するママの会」のメンバーという埼玉県川口市の主婦佐藤裕子さん（３６）は２歳と５歳の息子と参加。「軍事に使うお金があるなら保育や待機児童に使ってほしい。このままだと徴兵制にまでいくのではないか」と危機感を募らせる。佐藤さんは「息子が（戦争に）連れて行かれそうな気がして怖い」とつぶやいた。
　春休みの帰省途中にデモに参加したという北海道大学の男子学生（２０）は、「（安保法は）施行されたが、声を上げることはできる限りしたい」と話し、シールズのような同年代の人の活動も見たいとも語った。
　都内の女子大学生（１９）は「（抗議しても）何も変わらないと言っていたら、自分たちの暮らしが後戻りできないところまできてしまう。これからもどんどん参加していく」と話す。さいたま市から参加した高校１年の男子生徒（１６）は「安保法は憲法違反。施行を悲観していても仕方がない。デモや抗議をやめることが一番危険だと思う」と語気を強めた。（時事通信2016/03/29-23:07）2016/03/29-23:07
安保法の廃止求める集会 今後も活動
ＮＨＫ3月30日 6時19分
憲法解釈を変更して集団的自衛権の行使を可能にする安全保障関連法の施行を受け、国会前では、２９日夜遅くまで、安保法の廃止を求める集会が開かれました。反対するグループは今後も集会を予定していて、さらに廃止を求める署名を呼びかけるなどして活動を続けることにしています。
国会前では、２９日夜、安全保障関連法の廃止を求める人たちが集会を開き正門前の歩道には、夜遅くまで、「憲法９条を守れ」とか「誰も殺すな」などと書かれたプラカードを手にした人たちが詰めかけました。
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　このうち宮城県から参加した高校１年生の女子生徒は、「間違っていることには間違っていると声を上げ続けなければならないと思います。私たちの手で私たちの未来を作っていきましょう」と訴えました。
　反対するグループは今後も集会を予定していて、さらに５月３日の憲法記念日にかけて安保法の廃止を求める署名を呼びかけるなどして活動を続けることにしています。
　東京都内の大学に通う男性は、「ＳＮＳを通じて安保法には問題があると発信し続け、殺したり、殺されたりするかもしれない法律だということに、多くの人に気づいてほしい」と話していました。また、３人の孫がいるという千葉県の７５歳の女性は、「自分たちは親の世代に対し、なぜあの戦争を止められなかったのかという思いを持ってきました。法律は施行されましたが、みんなが力を合わせれば現状は変えられると思います」と話していました。
安保法施行、各地で反対集会　「戦争法発動止めよう」

共同通信2016/3/29 21:13 | 3/29 21:21 updated
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安全保障関連法の施行を受け、国会前で抗議活動をする人たち＝29日夜
　安全保障関連法が施行された29日、国会前で反対する市民団体が集会を開き、主催者発表で約3万7千人が集まった。参加者は「戦争法の発動止めよう」「施行反対」とアピール。札幌、大阪、沖縄でもデモや集会が行われ、反対と抗議の声が各地で上がった。

　国会前の集会は「戦争させない・9条壊すな！総がかり行動実行委員会」や、大学生らの「SEALDs（シールズ）」が呼び掛けた。

　シールズの大学生植田千晶さん（20）は「野党共闘が希望。次の選挙で与党の議席を減らし安保法を廃止したい」と話した。

安保関連法 廃止求める人たちが国会前で集会
ＮＨＫ3月29日 19時12分
憲法解釈を変更して集団的自衛権の行使を可能にする安全保障関連法の施行を受け、安保法の廃止を求める人たちが２９日夜、国会前で集会を開いています。
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国会前では２８日に続いて２９日も午後６時半から安保法の廃止を求める人たちが集会を開いていて、正門前の道路沿いの歩道には多くの人が詰めかけています。
　主催者によりますと、午後７時半の時点で、およそ３万７０００人が参加しているということで、「憲法９条を守れ」とか「誰も殺すな」などと書かれたプラカードを手に「戦争する国、絶対反対」などと声を上げています。
　３人の孫がいるという千葉県の７５歳の女性は「自分たちは親の世代に対して、なぜ、あの戦争を止められなかったのかという思いを持ってきました。だからこそ、孫や後世のために諦めず、これからも声を上げていかなければいけないと思います。法律は施行されましたが、みんなが力を合わせれば現状は変えられると思います」と話していました。
　東京都内の大学に通う男性は「安保法が施行され、その怒りをどこにぶつけていいのか葛藤を感じています。憲法違反だと指摘されているうえに運用にも問題があると思うので心配です。ＳＮＳを通じて安保法には問題があると発信し続け、殺したり殺されたりするかもしれない法律だということに、多くの人に気付いてほしい」と話していました。
　また、「日本を死なすな」と書いたプラカードを掲げていた埼玉県の５０代の女性は、「法律が施行されたことで自衛隊員が傷つき、７０年余り守られてきた日本の平和主義が殺されてしまうという思いで、ここに来ました。『戦争は嫌だ』という人たちに、この法律が戦争につながっていると気付いてもらいたい」と話していました
野党幹部も廃止訴え
民進党や共産党など野党４党の幹部が集会であいさつし、法律は憲法に違反し、立憲主義を踏みにじるものだとして、法律の廃止を目指していく考えを強調しました。
　この中で、民進党の枝野幹事長は「集団的自衛権は憲法違反だと決めた解釈を、安倍政権は勝手に変えてしまった。一日も早く、この状況をただすことが立憲主義と民主主義の王道だ。遠回りをしても、時間がかかっても、われわれは立憲主義と民主主義を守る一点で最大限のことをやる。一人でも多くの皆さんに働きかけていくことで、日本の立憲主義と民主主義を守っていく」と述べました。
　また、共産党の山下書記局長は「憲法の平和主義、立憲主義、民主主義を踏みにじる安全保障関連法が施行され、戦後初めて、自衛隊が殺し殺される領域に踏み込もうとしており、断じて許されない。安倍政権は独裁政治で主権者を踏みにじろうとしているので、主権者の手で止めなければならない。きたる参議院選挙で安倍政権を打倒し、『戦争法』を廃止していきたい」と述べました。
しんぶん赤旗2016年3月30日(水)

戦争法廃止へ３万７千人　未来のため安倍政権倒す　国会前 施行に抗議

　戦争法が施行された２９日、戦争法の発動を許さないとともに、廃止を求めて、国会正門前で行動が取り組まれ、「戦争反対」「安倍はやめろ」とコールを響かせました。午後７時半まで行われた「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」の行動には、３万７０００人が参加。その直後から行われたシールズ（自由と民主主義のための学生緊急行動）と「安全保障関連法に反対する学者の会」の行動では、さらに参加者がふくれあがりました。この日、全国各地で行動が取り組まれました。
　シールズと学者の会の行動では、シールズの奥田愛基（あき）さんがスピーチし、「安保法制が強行されたときのことをまだまだ忘れていない。全然あきらめていない」と語り、「安倍首相は憲法を守る気がない。安保法制を廃止する。憲法を守りたい」と訴えました。

　総がかり行動実行委員会の行動では、戦争をさせない１０００人委員会の福山真劫（しんごう）さん、解釈で憲法９条を壊すな！実行委員会の高田健さん、憲法共同センターの長尾ゆりさんがあいさつし、市民の運動を広げ、戦争法の廃止を求める２０００万署名の成功と、参院選での勝利を呼びかけました。
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（写真）戦争法廃止を訴えてコールするシールズのメンバーたち＝29日、国会正門前


　４野党の代表があいさつ。日弁連の川上詩朗憲法問題対策本部事務局長らがスピーチしました。

　集会に参加したシールズ関西の斉藤凜さん（２０）は「今度の参院選で初めて投票できます。未来の子どもたちのためにも安倍政権を倒したい」。東京都調布市の女性（６２）は「声を出すことで市民も政治家も変わった。参院選に向け、戦争法に賛成した議員を落とすためにできることをしたい」と語りました。

◇
　昼間には、安保関連法に反対するママの会＠ちばの呼びかけで安保法施行に反対する「ママカフェ」が行われ、「だれの子どももころさせない」とアピールしました。

４野党代表　連帯スピーチ

山下氏訴え

　国会正門前大集会では、４野党の代表が連帯のスピーチを行いました。

　日本共産党の山下芳生書記局長は「戦後初めて自衛隊が海外で殺し殺される道に踏み込もうとしている。断じて許せません」と厳しく批判。参院１人区の野党統一候補の擁立が次々に進んでいることを報告し、「解散に備え、衆院でも野党選挙協力を進めたい。これまでも難しいハードルを皆さんの後押しで乗り越えてきた。これからも乗り越えられると確信している。安倍政権打倒、戦争法廃止で新しい政治を一緒につくろう」と呼びかけました。

　民進党の枝野幸男幹事長は「立憲主義、民主主義を守るために最大限のことをする」と発言。社民党の吉田忠智党首は「戦争法廃止に向けて国民世論に訴えよう」、生活の党の玉城デニー幹事長は「思いを一つにして頑張ろう」と訴えました。

しんぶん赤旗2016年3月29日(火)

反対世論押し切り戦争法施行　廃止まで　声あげる　国会包む「退陣、退陣」

　２９日午前０時、多くの反対の声を押し切って、戦争法が施行されました。２８日、総がかり行動実行委員会が主催する国会議員会館前座り込みとスタンディング行動には、のべ６００人以上が参加。「戦争法の施行はやめよ」「安倍内閣はただちに退陣！　退陣！　退陣！」と声をあげました。夜にはシールズが国会正門前で連続抗議行動をおこないました。
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（写真）戦争法廃止を訴え声をあげる人たち＝２８日、国会前


　「武力で平和はつくれない」「戦争しない国、武器を売らない国としての信頼こそ日本の宝」などプラカードを振って通り過ぎる車にアピールし、国会議事堂に向けてコール。戦争法廃止まで声をあげつづけようとの思いを一つにする人々の姿がありました。

　「戦争法は廃止せよと、今言わないでいつ言うのか」。昼前から夫婦で国会前に座り込んでいたのは、埼玉県伊奈町の男性（６５）。「明日の夜の行動？　もちろん来るよ。黙っていたらダメなんだ」と夕方５時の終了まで座り込み続けました。

「反対の声広げたい」

　「昨年８月３０日もここにいた」と話すのは秋田高教組書記長の菅徹さん（４０）。「政治的中立性などといわれて政治の話がしにくくなっていますが、この戦争法だけは手続きが民主的でなかったことをはじめ、反対の思いを持った人がいます。まだ声はあげていなくても潜在的に興味をもっている教職員はたくさんいると感じる。１８歳選挙権の行使もからめながら反対の声を広げたい」

　「明日を決めるのは私たち」という憲法集会のビラを見て｢うんうん｣とうなずいていた東京都港区の男性（７０）です。「内向的な性格で家にこもりがちだったけど、戦争法と９条改憲だけは我慢できない、許せないと思って外に出てきた。大切な人を守るためにこれからも外で訴える」

　商社九条の会ののぼりをもった男性（７５）が思いを語ります。「九条の会をつくって１１年。私たち商社マンが世界で仕事をすることができるのは、憲法九条があるから。武器を輸出して金儲けをするような死の商人になってはいけないという思いを強くしている」と。

　「だれの子どもも殺させない」という安保関連法に反対するママの会のプラカードをさげていた東京都葛飾区の女性(６１)が語りました。「戦争する国は嫌でしょ。子どもたちの将来が心配。テロはよその国の話ではない。子どもたちが笑顔で生きてほしい」

　座り込みとスタンディングの合間に、三度にわたり集会を開催。発言が終わるたびに指笛が響きます。

「私たちは黙らない」

　憲法共同センターの長尾ゆりさんは「戦争法が廃止されるまで声を届けていく。さまざまな圧力があっても、私たちは決して黙っていない」と力をこめます。解釈で憲法９条を壊すな！実行委員会の高田健さんは「戦争法を発動させないたたかいが大事。あの戦前とは違い、いまは多くの力強い民衆運動がある。戦時を絶対に迎えない活動を広げよう」と強調。戦争をさせない１０００人委員会の福山真劫さんは「連帯すれば、団結すれば、安倍政権を絶対に倒すことができる。今日の行動を契機にともにがんばろう」と呼びかけました。

　日本共産党の宮本岳志衆院議員、井上哲士参院議員、社民党、民進党の国会議員があいさつしました。

廃止が参院選の一大争点に

　戦後の軍事法制を全面的に書き換え、日本が戦後初めて海外で「殺し、殺される」道に踏み込む戦争法施行により、歴代政府が憲法違反としてきた集団的自衛権の行使や、従来の海外派兵法で禁じていた「戦闘地域」での米軍支援、任務遂行のための武器使用などが法的に可能となります。

　日本共産党など野党５党は２月１９日、戦争法廃止法案を提出。７月の参院選に向けて「安保法制廃止、閣議決定撤回」を一致点に、幅広い市民と一体になって選挙共闘を進めています。同法の是非は参院選や、同時にも予想される総選挙での一大争点となります。

　安倍晋三首相は２８日の参院予算委員会で、民主党の小西洋之議員が戦争法施行にふれ、「違憲立法を推進する安倍政権の打倒」を掲げたのに対し、「国民の命を守り抜くために、必要な自衛のための措置を考え抜いていく責任がある」と答弁。戦争法推進に強い執念を示しました。

　ただ、政府は参院選での争点化をおそれ、当初は今春にも予定していた南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動)派遣部隊への｢駆け付け警護」などの任務追加は見送ります。

しんぶん赤旗2016年3月29日(火)

主張　戦争法の施行　違憲の法制は廃止以外にない

　安倍晋三政権が、憲法の平和主義、立憲主義を破壊し、昨年９月に強行成立させた戦争法が、きょう施行されます。戦争法は、戦争放棄、戦力不保持を定めた憲法９条を踏み破り、世界のどこでも米国が起こす戦争に日本が参戦するための違憲の法制です。憲法９条の下で、１９５４年の自衛隊創設以来、一人の戦死者も出さず、一人の外国人も殺さなかった戦後日本の在り方を根本的に変え、「殺し、殺される国」にするものです。国民の批判や不安になんら応えることなく、戦争法の施行を決めた安倍政権の姿勢は重大です。

危険極まる参戦の仕組み

　戦争法の本質的な危険は、日米同盟を憲法の上に置き、米国の戦争に日本が参戦する仕組みがいくつも盛り込まれていることです。

　日本が直接、武力攻撃を受けていないのに、海外で米国が介入・干渉の戦争などを起こした際、時の政権がそうした事態を日本の「存立危機事態」だと判断すれば、「米軍防衛」のために歴代政府が違憲としてきた集団的自衛権の行使＝自衛隊の海外での武力行使が可能になります。

　従来の米軍支援法にあった地理的制約をなくし、地球規模で米軍に対し輸送や補給などの支援（兵站（へいたん））もできるようになります。歴代政府が「他国の武力行使と一体化する」との理由で禁じていた「戦闘地域」での活動も可能です。兵站は戦争遂行に不可欠であり、敵から狙われやすい軍事目標です。自衛隊部隊が攻撃されれば、応戦し、戦闘に発展することになります。

　自衛隊が自らの武器を守る「武器防護」規定を広げ、「平時」から米軍を「防護」できるようにもしました。自衛隊の防護対象は米軍の空母や戦闘機など無限定です。

　国連平和維持活動（ＰＫＯ）などでは、新たな任務として▽他国部隊などが攻撃された際の「駆け付け警護」▽「住民保護」などを目的にした警備や巡回、検問といった「治安維持」―を加え、これら任務遂行のための武器使用を認めました。自らは攻撃されていないのに、先制的に武器を使用する恐れもあります。

　戦争法の施行により、「殺し、殺される」現実の危険は、いよいよ差し迫ったものになっています。

　安倍首相は、内戦状態にある南スーダンのＰＫＯに派遣している自衛隊部隊に新たな任務を付与することを検討していると認めています。中谷元・防衛相は５月に派遣する第１０次隊に新任務の追加予定はないとしつつ、今秋派遣する第１１次隊への付与は否定していません。自衛隊に「駆け付け警護」などのための武器使用を認めれば現地武装勢力と交戦し、戦後初めて外国で人を殺す危険は避けられません。戦争法をこのままにしておくことは絶対に許されません。

世論と共同をさらに広げ

　安倍政権は、戦争法成立後も広がる反対世論を恐れ、国政選挙での争点隠しの狙いから具体化作業を当初より遅らせています。米軍支援を拡大する日米物品役務提供協定（ＡＣＳＡ）は今国会への提出を見送り、米軍「防護」の運用指針も策定されていません。

　戦争法廃止と集団的自衛権行使容認の「閣議決定」撤回、立憲主義回復を求める世論と共同のたたかいをさらに広げ、安倍政権を追い込むため全力を尽くす時です。

安全保障関連法 成立後も反対集会続く
ＮＨＫ3月29日 5時02分
国会前などでは、安全保障関連法が成立した去年９月以降も、この半年間、毎月、安保法の廃止を求める集会が開かれています。
憲法解釈を変更して集団的自衛権の行使を可能にする安全保障関連法は、去年９月１９日に成立し、それまでの間、国会周辺では安保法に反対する人たちが正門前の道路を埋め尽くす日もありました。
　この法律に反対した人たちは、その後も施行されるまでの半年間、成立した日付に合わせ、毎月１９日に国会前や東京都心にある日比谷公園の野外音楽堂などで、合わせて６回の集会を開いています。
　また、大学生や高校生などの若者や大学の研究者それに母親などのグループが、国会前や東京の渋谷や新宿、それに大阪や名古屋、福岡などの各都市で集会やデモ行進を行っています。
　こうした活動に参加している合わせて２９のグループは、安保法の廃止を求める署名を呼びかけていて、成立から半年となる今月１９日までにおよそ５００万人分の署名が寄せられたということです。
　国会前では２９日も午後６時半から、安保法の廃止を求める集会が開かれることになっています。
安全保障関連法施行 きょうの動きは
ＮＨＫ3月29日 12時40分
戦後日本の安全保障政策の大きな転換となる安全保障関連法が、２９日、施行されました。
創設６２年目の自衛隊では
東京・市ヶ谷の防衛省は、憲法解釈を変更して集団的自衛権の行使を可能にする安全保障関連法が施行されてから初めての朝を迎えました。式典などが行われる高台の儀仗（ぎじょう）広場では、いつもと同じように、陸海空の自衛官が小さく折りたたまれた日の丸を手に行進し、午前８時半、君が代に合わせて掲揚しました。
　すべての自衛官は、日本国憲法及び法令を遵守し、政治的活動に関与せず、事に臨んでは危険を顧みず、身をもって責務の完遂に務め、もって国民の負託にこたえるなどと宣誓して任官します。隊員たちに新たな任務への対応が求められるなか、自衛隊は創設から６２年目の春を迎えました。
防衛相「自衛隊はさらに多くの任務を」
中谷防衛大臣は閣議のあと記者団に対し、「自衛隊はこれまでよりさらに多くの任務を果たすことになる。今一度、気を引き締めて、安全を確保しながら新たな任務を遂行するために、省一丸となって慎重を期して準備作業を行い、必要な教育・訓練を実施していきたい」と述べました。
　そのうえで中谷大臣は、「よく『戦争法』と言われるが、この法律は戦争を抑止して平和を維持するためのものだ。特に最近はテロ事件が起きるなど情勢が変化し、１国のみで平和を維持することが非常に難しい時代になっており、あらゆる事態に切れ目なく対応する法律であることを、国民にしっかり説明して理解を得ていきたい」と述べました。
首相「日米同盟を強化した証左」
安倍総理大臣は参議院予算委員会で、「先般の北朝鮮による弾道ミサイル発射の際にも、日米は従来にも増して、情報共有体制の構築もはるかに進んだ。その点はアメリカ太平洋軍のハリス司令官も述べているし、われわれも実感している」と述べました。
　そのうえで安倍総理大臣は、「平和安全法制はきょうからスタートするが、法制の制定と、日米防衛協力の指針＝ガイドラインの改定を合わせ、日本を守るために助け合うことができる同盟の絆を強化したことの証左ではないか。これを廃止すれば、日米の同盟の絆は大きく毀損される」と述べました。
　また、菅官房長官は閣議のあとの記者会見で、「平和安全法制の推進にあたって重要なことは、国民の広範な支持を得ることだと思っている。法制の必要性や目的をあらゆる機会で訴えながら、国民に理解を頂けるよう丁寧にしっかり説明していきたい。昨今の世論調査においても、成立当時と比べると国民の理解は大幅に進んできていると思っている」と述べました。
国会前 きょうも廃止求める人
国会前では２８日夜、憲法解釈を変更して集団的自衛権の行使を可能にする安全保障関連法の廃止を訴える集会が開かれましたが、安保法の施行を受けて２９日も午前中から廃止を求める人の姿が見られました。
　２９日は、子どもがいるため夜の集会には参加できないという関東地方の母親ら８人が、「誰の子どもも殺させない」などと書かれた横断幕を手に「立憲主義を取り戻そう」などと声を上げて安保法に反対する意思を示していました。
　３人の子どもがいる千葉県の４６歳の女性は、「将来、子どもが命を落としたり、逆に外国の人の命を奪ったりするのではと不安です。粘り強く安保法の廃止を訴えていきたい」と話していました。
　国会前では午後６時半から、安保法の廃止を求める集会が開かれることになっています。
安全保障関連法 来月にも初の集団訴訟へ
ＮＨＫ3月29日 5時00分
安全保障関連法については、憲法違反だと主張する弁護士などのグループが、来月下旬にも初めての集団訴訟を起こす方針です。
弁護士と元裁判官で作る「安保法制違憲訴訟の会」は各地で提訴の準備を進めていて、これまでに１０００人以上が裁判への参加を希望しているということです。
　訴えでは「安全保障関連法は他国からの攻撃やテロなどを誘発する危険性を高めるもので、平和に暮らす権利などを保障した憲法に違反する」として、国に賠償を求めるとしています。
　グループは来月下旬にも全国で初めての集団訴訟を東京地方裁判所などに起こし、その後、各地で提訴する方針で、一部の裁判所では、集団的自衛権の行使などを目的とした自衛隊の出動の差し止めも求めるということです。
　一方で、原告が個人で起こしたこれまでの裁判では訴えを退ける判決が言い渡されていて、今後の集団訴訟では、法律の成立や施行によって原告が精神的な被害を受けたことを具体的に立証できるかどうかが焦点の１つになるとみられます。
日弁連会長「施行に抗議 廃止求める」
安全保障関連法が施行されたことについて、日弁連＝日本弁護士連合会の村越進会長は、「安保法制は、憲法の前文や９条で定める平和主義に反し、実質的に憲法を改変するものとして、立憲主義に反している。日本が集団的自衛権の行使として武力を使った場合、外国の軍隊の武力行使と一体視され、攻撃の対象になる可能性も高まる。安保法制の施行に抗議し、改めて廃止を求める」とする声明を出しました。
安保関連法は違憲 弁護士グループが集団提訴へ
ＮＨＫ3月29日 22時11分
安全保障関連法に反対する弁護士などのグループは法律の施行を受けて東京で会見を開き、来月下旬にも東京地方裁判所などで初めての集団訴訟を起こす方針を明らかにしました。
弁護士と元裁判官でつくる「安保法制違憲訴訟の会」の弁護士は２９日夕方、東京・霞が関で会見を開きました。
　この中で、弁護士は「安全保障関連法は他国からの攻撃やテロなどを誘発する危険性を高めるもので、平和に暮らす権利などを保障した憲法に違反する」として、来月下旬にも東京地方裁判所などで、初めての集団訴訟を起こす方針を明らかにしました。
　原告には自衛官の家族や、戦時中の東京大空襲で被害を受けた人、それに広島と長崎の被爆者などが加わる予定で、合わせて数百人に上る見通しだということです。弁護士によりますと、東京地裁の原告も含めて全国の１０００人以上から裁判に参加したいという希望が寄せられているということで、今後、準備が整いしだい、各地の裁判所に提訴するとしています。
　グループの共同代表の福田護弁護士は「憲法９条で戦争を放棄している日本が安全保障関連法によって戦争ができる国に変わってはならない。三権の一つを担う司法の場で憲法違反だということを明らかにしたい」と話していました。
しんぶん赤旗2016年3月31日(木)

戦争法違憲 来月末訴訟　市民ら数百人が東京地裁に

　弁護士有志でつくる「安保法制違憲訴訟の会」（現在は全国で６００人以上）は２９日、東京都内で記者会見し、４月末に市民ら数百人が東京地裁に違憲訴訟を起こすことを明らかにしました。

　安保法制（戦争法）に基づく自衛隊の出動などの差し止めを求める訴訟（差し止め訴訟）と、安保法制によって平和的生存権などが侵害され、精神的な被害を受けたとして国に賠償を求める国家賠償訴訟（国賠訴訟）の二つです。

　東京地裁以外に、さいたま地裁でも４月中に提訴を予定するなど全国各地で同様の違憲訴訟を準備中です。

　「会」共同代表の杉浦ひとみ弁護士は、「立憲主義のもとで明らかに憲法違反の法律が通ってしまい、法律家として見過ごすことができません。選挙で審判を下すと同時に、違憲な法律を許さない多くの市民とともに訴訟をたたかっていきたい。裁判所にも法の番人としてしっかり判断してもらいたい」と話しています。

　全国各地の原告希望者はすでに１０００人を超え、引き続き募集しています。

国会前で「戦争反対」＝安保法施行に抗議－シールズが呼び掛け[image: image55.jpg]



国会前で安全保障関連法施行に反対する若者たち＝２８日夜、東京都千代田区
　安全保障関連法の施行日前日の２８日夕、東京・永田町の国会前には市民らが詰め掛け、「戦争法廃止」「自衛隊を派遣するな」と抗議の声を上げた。参加者は学生団体「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」の呼び掛けなどで集まった。２９日も同様の抗議活動を行う。
　抗議集会では午後７時ごろ、シールズの中心メンバーの奥田愛基さん（２３）がマイクを手に、ビールケースで作られた台に登壇。「お久しぶりです」と参加者に切り出した後、国会に向かって抗議を開始。昨年９月の安保法成立時を振り返り「安倍（晋三）首相は『国民への説明が十分足りていない』と言っていた。きちんと説明してほしい」「なぜ強行採決したのか。全然、俺たちは忘れていないですよ」と訴えた。そして「おかしいことにおかしいと言い続けるだけ」と話し、ドラムのリズムに合わせて「戦争反対」「誰も殺すな」と叫んだ。（時事通信2016/03/28-22:03）2016/03/28-22:03
安保関連法施行 被爆者団体関係者「絶対に反対」
ＮＨＫ3月29日 18時18分
日本被団協＝日本原水爆被害者団体協議会の坪井直代表委員は、２９日施行された安全保障関連法について、「戦争では戦地に送られた何百万もの若者が命を落としました。戦争になる可能性がある法律には絶対に反対です」と話しました。
そのうえで、「テロや核兵器の脅威に対して、同じように武器を持って交渉しようとしても長続きはしません。対話を重ねるなかで解決を目指すべきです」と指摘しました。
また、「この法律が出来たことで、これから何が起きるのかを若者にはよく考えてもらい、行動してほしいです」と訴えました。
安保関連法施行 長崎の被爆者団体が抗議声明
ＮＨＫ3月28日 23時00分
憲法解釈を変更して集団的自衛権の行使を可能にする安全保障関連法が２９日に施行されるのを前に、長崎の５つの被爆者団体が抗議声明を出しました。
長崎の５つの被爆者団体は、２９日に安全保障関連法が施行されるのを前に、２８日、長崎市役所で記者会見を開き抗議声明を読み上げました。
　声明では「７０年前、私たち被爆者は地獄を見た。そのとき、残虐な兵器、核兵器を廃絶し、戦争を絶対にしないことを誓った」としたうえで、「戦争を前提にした『戦争法』の施行に対し、私たち被爆者はこん身の怒りを込めて抗議する」としています。
[image: image6.jpg]



　会見の中で、長崎県平和運動センター被爆者連絡協議会の川野浩一議長は、「私たち被爆者は憲法が定められて以来、戦争の苦労を２度と経験せずに済むと感じていた。平和憲法の理念に反する『戦争法』の廃止を断固、求めていく」と述べ、安全保障関連法は憲法違反だとして、国に賠償を求める集団訴訟に加わる準備を進めていることを明らかにしました。この抗議声明は総理大臣官邸に宛てて送られたということです。
安保関連法施行 映画監督の有志が反対声明
ＮＨＫ3月29日 16時17分
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２９日午前０時、憲法解釈を変更して集団的自衛権の行使を可能にする安全保障関連法が施行されたことについて、映画監督の有志４３人で作る団体が安保法の施行に反対する声明を出しました。
声明を出したのは、映画監督の仲倉重郎さんや深作健太さんなど、映画監督ら４３人で作る「自由と生命を守る映画監督の会」です。
　声明では「安保法施行に、断固抗議いたします。立憲主義を破壊した安倍内閣による憲法解釈の変更、民主主義をないがしろにした強行採決、そして、今回の施行を、私たちは決して認める事は出来ません」としました。
そのうえで、「憲法違反である安保法は、まさに戦争法です。私たちは、戦争法の廃案に向けて、行動して行きます」と強く訴えました。
安保法施行を前に国会前で集会
ＮＨＫ3月28日 21時12分
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憲法解釈を変更して集団的自衛権の行使を可能にする安全保障関連法が２９日に施行されるのを前に、国会周辺では、日中から安保法の廃止を求める人たちが集まり、夜には大学生らのグループが集会を開きました。
国会周辺では、２８日昼から夕方にかけ、安全保障関連法の廃止を求める人たちが座り込みを行い、主催者の発表で延べおよそ６００人が参加しました。
　そして、安保法の施行まで５時間となった午後７時からは、廃止を求めて活動を続けている大学生らのグループ「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」が国会前で集会を開きました。
　グループのメンバーの奥田愛基さんは集会で、「反対の声が増すなか、採決が強行されたことは忘れません。おかしいことはおかしいと言い続けたい」と訴えました。また、メンバーの諏訪原健さんは「政府はなし崩し的に自衛隊の任務を拡大させようとしていますが、諦めてはいけません。私たちの声は社会を変える力を持っています」と呼びかけました。
　国会前の歩道には参加者が掲げる平和を訴えるプラカードが並び、「集団的自衛権はいらない」とか「憲法を守れ」などと声を上げていました。
　東京都内の２０歳の男性は「法律の施行を今止めることはできないかもしれませんが、反対の声を上げたいと思い、国会前に来ました」と話していました。また、東京都内に住む大学院生の女性は「まもなく法律が施行されるのはとても悲しいことですが、友人など周りの人に問題点を伝えていきたい」と話していました。
　国会前では、安保法が施行される２９日も集会が予定されています。
安保法施行を前にＳＥＡＬＤｓが会見
ＮＨＫ3月28日 17時08分
憲法解釈を変更し、集団的自衛権の行使を可能にする安全保障関連法が、２９日、施行されるのを前に、安保法の廃止を求めている大学生らのグループ、「ＳＥＡＬＤｓ」が会見し、憲法改正の手続きを経ずにどのような法律を作ることも可能になり危険だなどと訴えました。
東京・千代田区で開かれた会見には、「ＳＥＡＬＤｓ」の、関東や東海、それに関西や沖縄で活動するメンバーが出席しました。
　このうちＳＥＡＬＤｓＴＯＫＡＩの海老原陽奈さんは、「去年の夏以降、さまざまな年代や職業の人たちがみずから活動に参加してくれるようになった。これからも声を上げていきたい」と述べました。また、ＳＥＡＬＤｓの奥田愛基さんは、「安保法がこのまま施行されれば憲法改正の手続きを経ずにどのような法律を作ることもできてしまう状況を許すことになり危険だ」などと訴えました。
　グループでは、安保法の廃止を目指し、今後も活動を続けていくことにしています。
安全保障関連法施行 道内では 
NHK札幌03月29日　18時51分 
戦後日本の安全保障政策の大きな転換となる安全保障関連法が２９日、施行されました。
この法律については憲法違反との批判があり、札幌市で法律の廃止を求める街頭活動が行われました。
２９日の街頭活動は、道内の３つの市民グループが共同で開いたものです。
安全保障関連法は、憲法解釈の変更により集団的自衛権の行使を可能にすることなどを盛り込んでいて、憲法違反との批判がありますが、去年９月に成立し、２９日、施行されました。
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　街頭活動では、会社員の山本朱莉さん（１９歳）が「アメリカが攻撃されて日本が戦うというのはおかしいし、自衛隊が他国の後方支援を行うことは戦争に参加することだと思う。これからも法律の廃止を求め声を上げ続けます」と訴えていました。
　また法律廃止の署名活動も行われ、通りがかった人が署名をしていました。
署名をした６０代の男性は、「この法律は、みんなが納得できる手続きを踏むべきだった。よりよい未来を孫に残すためできることをやりたい」と話していました。
　この法律をめぐっては全国の弁護士などのグループが憲法違反だとして４月にも裁判を起こす方針です。
一方、政府はホームページを開設したりシンポジウムを開いたりして国民の理解を得る取り組みを進めています。
安保法施行　さまざまな意見 
NHK仙台03月29日　21時17分 
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戦後日本の安全保障政策の大きな転換となる安全保障関連法が、施行されたことを受けて、仙台市では、法律の廃止を求める署名活動が行われました。
　署名活動を行ったのは、戦争放棄を定めた憲法９条を守ろうと呼びかけている、「九条の会」です。
　「九条の会」は、安全保障関連法の廃止を国会に請願しようと、全国で２０００万人を目標に、署名を集めていて、きょうは、仙台市青葉区のアーケード街近くで、県内の「九条の会」のメンバー１０人が、署名への協力を呼びかけました。この中でメンバーは、「安全保障関連法は、憲法９条に違反し、日本を戦争に巻き込む可能性があります。きょう施行されましたが、国民の力で実質的に発動させないようにしましょう」と、通りがかった人たちに訴えていました。
　「みやぎ憲法九条の会」の世話人、須藤道子さんは、「自衛隊がアメリカに言われるままに、海外の戦争に参加させられるおそれがある。
　今後も、国民に、法律の問題点を伝えていきたい」と話していました。
　一方、自民党宮城県連は、先週末、仙台市中心部で街頭演説を行い、県民に安全保障関連法の必要性を訴えました。街頭演説は、今月２５日の夕方、仙台市青葉区のアーケード街近くで行われ、自民党の県議会議員など５人が参加しました。
　この中で、自民党の遠藤隼人県議は、「この法律は平和や戦争抑止のための法制だ。集団的自衛権は確保されるべき権利で、それが行使できるようになったことで、国際社会では高い評価を受けている」と述べ、安保法への理解を求めました。
　また、自民党の青年部に所属する、大学２年の男子学生も演説し「いまの日本では北朝鮮から攻撃されても何も出来ない。安保法によって、日本に抑止力が生まれることになる」と述べ、法律の必要性を訴えました。
　自民党宮城県連で広報本部長をつとめる村上智行県議は、「安保法は徴兵制や戦争に突き進む法ではなく、平和を守るためのものだということを訴えていきたい。県民に理解してもらえるようこれからも街頭演説やチラシを配る活動を続けたい」と話していました。
国会前で安保法の廃止求め集会 
NHK首都圏03月29日　18時42分 
憲法解釈を変更して集団的自衛権の行使を可能にする安全保障関連法の施行を受け、安保法の廃止を求める人たちが２９日夜、国会前で集会を開いています。国会前では２８日に続いて２９日午後６時半から安保法の廃止を求める人たちが集会を開いていて正門前の道路沿いの歩道には多くの人が詰めかけています。
　参加した人たちは「憲法９条を守れ」とか「誰も殺すな」などと書かれたプラカードを手に「戦争する国、絶対反対」などと声をあげています。
　３人の孫がいるという千葉県の７５歳の女性は「自分たちは親の世代に対して、なぜあの戦争を止められなかったのかという思いを持ってきました。だからこそ、孫や後世のためにあきらめず、これからも声を上げていかなければいけないと思います。法律は施行されましたが、みんなが力を合わせれば現状は変えられると思います」と話していました。
　東京都内の大学に通う男性は「安保法が施行され、その怒りをどこにぶつけていいのか葛藤を感じています。憲法違反だと指摘されているうえに運用にも問題があると思うので心配です。ＳＮＳを通じて安保法には問題があると発信し続け、殺したり殺されたりするかもしれない法律だということに、多くの人に気づいてほしい」と話していました。
　また「日本を死なすな」と書いたプラカードを掲げていた埼玉県の５０代の女性は「法律が施行されたことで自衛隊員が傷つき、７０年余り守られてきた日本の平和主義が殺されてしまうという思いでここに来ました。『戦争は嫌だ』という人たちに、この法律が戦争につながっていると気づいてもらいたい」と話していました。
安全保障関連法 施行 
NHK名古屋03月29日　20時01分 
戦後日本の安全保障政策の大きな転換となる安全保障関連法が２９日、施行されました。政府は法律に基づく新たな任務の付与は秋以降、慎重に判断するとしていて、ＰＫＯ活動が行われている南スーダンに派遣されている名古屋からの部隊には新たな任務は追加されない見通しです。
　２９日、施行された安全保障関連法によって日本の存立が脅かされる存立危機事態の際、日本が直接攻撃をされていなくても集団的自衛権を行使することができるようになるほか、国連のＰＫＯ活動では他国の部隊などが武装集団から危害を加えられそうな場合、自衛隊が武器を使って救援する「駆け付け警護」などが可能になります。
　こうした中、国連のＰＫＯ活動が行われているアフリカの南スーダンには名古屋市に司令部がある陸上自衛隊第１０師団を中心に３５０人の部隊が派遣されています。
　現地では幹線道路の整備など新たな国づくりを進める南スーダンの社会基盤の構築に従事しています。
　ただ、政府は「駆け付け警護」など、法律に基づく新たな任務を付与することについては、隊員の安全確保などのために周到に準備する必要があるとして、ことしの秋以降に慎重に判断していくことにしています。
　このため、名古屋から派遣されているいまの部隊には「駆け付け警護」や外国の部隊と共同で宿営地を防護するなどの任務は追加されない見通しで、当面はことしの秋以降に交代で派遣される部隊に対して、付与するかどうかが焦点になります。
安全保障関連法 市民の反応 
NHK名古屋03月29日　19時20分 
安全保障関連法が施行されたことについて、名古屋市中心部で街の人たちの意見を聞きました。
２０代の男性は「最近は北朝鮮がミサイルを撃ったりと、情勢が不安な中で、自分の国を自分たちで守るという意味合いの法律だと思うので、賛成です」と話していました。
　２人の子どもがいるという４０代の女性は「集団的自衛権の行使を可能にするのであれば、国民投票を行ったり、憲法改正したりするなど、広く意見を聞いてからにしてほしい」と話していました。
　また、３０代の男性は「この法律で自分の子どもが焼け野原に立つことになるのではと思うと不安です。戦争法案と呼ばれていることもあり、反対です」と話していました。
安全保障関連法 施行 
NHK大阪03月29日　17時56分 
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集団的自衛権の行使を可能にするなど、戦後日本の安全保障政策の大きな転換となる安全保障関連法が２９日、施行されました。
　大阪・北区の商店街で話を聞きました。
　大阪市に住む５７歳の男性は「世界を見渡しても平和な国は少ないですし、中国や北朝鮮の動きも気になります。戦争体験から反対を訴える人もいますが、平和を守っていくため、いざという時に備えることは必要だと思います」と話していました。
　一方、８０歳の女性は「もっと熟慮すべきだったと思います。私も戦争を経験しましたが、戦争では結局、若い人にしわ寄せがいくことになります。今まで平和を守ってきたわけですから急ぐ必要はないのではないでしょうか」と話していました。
　このほか、慎重な運用や丁寧な説明を求める声も聞かれました。６８歳の男性は「私自身、十分に勉強できておらず、反対とも賛成とも言いかねますが、危ういかなという印象はあります。慎重な運用をするという意味でも野党がもっと強くなって欲しいと感じます」と話していました。
　また、高校２年生の女子生徒は「ニュースでも法律について反対派と賛成派の言ってることが食い違っていて、どっちが正しいのか分かりません。内容についてもっと詳しく説明してほしいです」と話していました。
神戸市の繁華街で意見を聞きました。
　５８歳の自営業の男性は「賛成です。集団的自衛権は抑止力という意味で必要だと思います」と話していました。
　一方、６２歳の無職の女性は「法律が施行されると何が起こるかわからないので息子がいる母として反対です」と話していました。
　このほか、２７歳の会社員の男性は「どの選択が正しいのかまだ見極められていません。幼い子どものことを考えてどの選択が正しいのか、（国に）考えて欲しい」と話していました。
　　　　　　　　　
　おおさか維新の会の代表を務める大阪府の松井知事は、記者団に対し、「世界の安全保障環境をそのつど分析しながらものごとを進めていかなければならないなかで、日本の安全保障政策についてまったく手つかずのままよりは法整備がされて良かった。ただ、法律の内容については、今後、議論を重ねて変えていかなければならない」と述べました。
安保法施行 被爆地広島は 
NHK広島03月29日　18時32分 
戦後日本の安全保障政策の大きな転換となる安全保障関連法が２９日施行されました。
これについて被爆地・広島で町の人や被爆者から話をききました。
去年９月に成立した安全保障関連法は２９日施行され、日本の存立が脅かされる「存立危機事態」の際に、日本が直接攻撃をされていない場合でも、集団的自衛権を行使し武力を行使できるようになるなど戦後日本の安全保障政策は大きく転換します。
　安倍総理大臣は２９日、参議院予算委員会で、「平和安全法制はきょうからスタートするが、法制の制定と日米防衛協力の指針・ガイドラインの改定をあわせ日本を守るために助け合うことができる同盟の絆を強化したことの証左ではないか。これを廃止すれば日米の同盟の絆は大きく毀損される」と述べました。
[image: image12.jpg]2 I8





　一方、日本被団協＝日本原水爆被害者団体協議会の坪井直代表委員は「戦争では戦地に送られた何百万もの若者が命を落としました。
　戦争になる可能性がある法律には絶対に反対です」と述べました。
　そのうえで、「テロや核兵器の脅威に対して同じように武器をもって交渉しようとしても長続きはしません。対話を重ねるなかで解決を図っていくべきです。この法律ができたことでこれから何が起きるのかを若者にはよく考えてもらい行動してほしいです」と訴えました。
　また、広島市の原爆ドーム周辺では市民から様々な意見が聞かれました。
　８５歳の被爆者の男性は、「テロなどの最近の国際情勢を考えると日本の安全を守るためには必要な法律だと思います。戦争を体験した世代として国を守ることには賛成します」と話していました。
　一方、３５歳の主婦は「憲法９条に違反していると思います。長年日本人が大切にしてきた憲法９条なので帳尻あわせではなくみなが納得するかたちで法律を改正してほしいです」と話していました。
安保法施行 日本被団協は 
NHK広島03月29日　12時59分 
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戦後日本の安全保障政策の大きな転換となる安全保障関連法が２９日施行されました。
これについて日本被団協＝日本原水爆被害者団体協議会の坪井直代表委員は「戦争になる可能性がある法律には絶対に反対です」と述べました。
　去年９月に成立した安全保障関連法は２９日施行され、日本の存立が脅かされる「存立危機事態」の際に、日本が直接攻撃をされていない場合でも、集団的自衛権を行使し武力を行使できるようになるなど、戦後日本の安全保障政策は大きく転換します。
　これについて日本被団協の坪井代表委員は「戦争では戦地に送られた何百万もの若者が命を落としまた。戦争になる可能性がある法律には絶対に反対です」と述べました。
　そのうえで、「テロや核兵器の脅威に対して同じように武器をもって交渉しようとしても長続きはしません。対話を重ねるなかで解決を図っていくべきです。この法律が出来たことでこれから何が起きるのかを若者にはよく考えてもらい行動してほしいです」と訴えました。
　また、広島市の原爆ドーム周辺では市民から様々な意見が聞かれました。
　８５歳の被爆者の男性は、「テロなどの最近の国際情勢を考えると、日本の安全を守るためには必要な法律だと思います。戦争を体験した世代として国を守ることには賛成します」と話していました。
　一方、３５歳の主婦は「憲法９条に違反していると思います。長年、日本人が大切にしてきた憲法９条なので帳尻あわせではなく、みなが納得するかたちで法律を改正してほしいです」と話していました。
安保法の施行受け抗議集会 
NHK福岡03月29日　19時24分 
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安全保障関連法が２９日に施行されたのを受けて、福岡市では、弁護士のグループなどが街頭で法律の廃止を訴えたほか、市民からはさまざまな受け止めが聞かれました。
　集団的自衛権の行使を可能にする安全保障関連法が、２９日に施行されたのを受けて、福岡市の天神では、弁護士のグループが、法律の施行に抗議する集会を開きました。
　集会では、法律に反対の署名を呼びかけるビラを配ったほか、参加者が交代で主張を述べ、▽ひとつの内閣で憲法解釈を変えた強行採決は、立憲主義の否定だとか、▽安保法は廃止すべきだなどと訴えていました。
　戦後の日本の安全保障政策の大きな転換になる法律の施行に、市民の受け止めはさまざまです。
　７５歳の男性は「イスラム国のような、無謀で考えられないことが起きる世界情勢の中で、国民を守るための法律の必要性は感じる」と話していました。
　また、１９歳の男子大学生は「議論が短期間で進められ、若者の耳には届いていない。武器の使用が緩和されると、それだけ戦争に巻き込まれる可能性があると思うし、もう少し平和的に日本を守るような法律にして欲しい」と話し、７１歳の女性は「だんだん戦争に向かうような気がして反対です。孫の世代が心配です」と話していました。
安保関連法に反対で新団体 
NHK福岡03月29日　07時45分 
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戦後日本の安全保障政策の大きな転換となる安全保障関連法が、２９日、施行されました。
これを前に、福岡市で２８日夜、法律に反対する市民らが法律の廃止を目指して新たな団体を設立し、結成集会を開きました。
　２８日夜、福岡市中央区で開かれた「市民連合ふくおか」の結成集会には、安全保障関連法に反対する弁護士や大学教授などをはじめ、市民およそ１７０人が参加しました。
　集会では、はじめに参加者を代表して４人があいさつし、このうち、西南学院大学法学部の４年生熊川果穂さんは「安全保障関連法は成立してしまったけれど、おかしいと思ったことに声を上げていこうと思います。市民ひとりひとりがこれからの社会をどうしたいのか突き詰めて考えていくべきだと思います」と述べ法律の廃止に向けて結束を呼びかけました。
　結成された「市民連合ふくおか」では▼安全保障関連法の廃止と▼立憲主義の回復を目指すため今後の国政選挙で「野党共闘」の実現を促していくということです。
「立憲主義に根本から違反」　横浜弁護士会長が抗議の談話
神奈川新聞03月30日 16:08
　集団的自衛権の行使を認めた安全保障関連法の施行を受け、横浜弁護士会の竹森裕子会長は２９日、施行に抗議する談話を発表した。
　談話では、安保法は憲法９条に違反すると指摘。法案を政府が閣議決定で決定したこと、憲法に拘束される国会議員によって構成された国会が立法化したことを「立憲主義に根本から違反する」と批判し、「法施行に至ったこと、阻止できなかったことは極めて残念」としている。
　同日、横浜市内で会見した竹森会長は「立憲主義に違反したことが、法律家として一番の問題と思っている点だ。今後とも法の廃止に向けて、取り組みを続けていきたい」と話した。
「拙速」「運用慎重に」　安保法施行　鹿児島県民に賛否交錯
南日本新聞2016 03/29 06:30


安保法施行に反対し、チラシを配る白澤葉月さん（左）＝２８日、鹿児島市の天文館
　２９日施行の安全保障関連法をめぐり、鹿児島県内では２８日、賛否の声が聞こえた。
　護憲の立場から、鹿児島市のカフェバーで憲法の勉強会を毎月開いているフィットネスインストラクターの白澤葉月さん（５１）＝同市＝は２８日夕、仲間３人と天文館の街頭で安保法の廃止を訴えた。
　憲法学者の多くが「違憲」と指摘する安保法が、国会で論議が尽くされないまま、混乱の中で強行採決されたことが納得できない。法施行は「拙速だ」と語気を強める。
　自衛隊の任務拡大を参院選後に先送りしている政府の姿勢にも憤る。法成立から半年が過ぎ、世間の関心が薄れつつある現状を懸念し、「政治について一人一人が自分のこととして考えられるよう、呼び掛けていきたい」と話した。
　日置市の小川和征さん（７２）には自衛官の息子がいる。「日本一国では平和と安全は守れない」として安保法に賛成の立場。ただ、法の成立過程で国会論戦が深まらず、施行されなければ分からない部分もあると考える。「何か事態が起きた場合、不備がないかを検証していくことが必要だ」と語り、慎重な運用を求めた。
　西日本の施設に勤務する県出身の海上自衛官は安保法の施行を歓迎する。現場勤務で中国の脅威を実感してきたという。「安保法で中国などへの抑止力を高めるという国の姿勢が明確になった。これまで以上に任務にまい進できる」と話した。 
松本で安保関連法の反対集会・デモ
信濃毎日新聞3月29日
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安保関連法廃止を訴える松本市のデモ参加者＝２８日午後６時５４分、松本駅前
　安全保障関連法の施行を翌日に控えた２８日夜、松本市の市民有志らでつくる実行委員会が同法に反対する集会とデモを同市の松本駅前で開いた。「自衛隊に戦争をさせるな!!３・２８松本アクション」と題した街頭行動で、実行委によると市内外から約２５０人が参加。「市民が主役の明日のために憲法を取り戻し、戦争法を本気でつぶす」とのアピールを採択した。
　実行委員で行政法が専門の又坂常人信州大名誉教授（６７）＝松本市＝は、集会で「安保関連法施行により、首相が自衛隊にさまざまな行動を命令できるようになる」と説明。「市民は（法廃止に向け）デモや集会、裁判、選挙で声を上げよう」と訴えた。同法に反対する政党関係者らも発言した。
　参加者は「戦争法は今すぐ廃止」などと訴えながら駅前を行進。「ＰＥＡＣＥ平和」と記した紙を掲げて歩いた北安曇郡池田町の庭師加藤俊さん（４４）は「集団的自衛権行使を認めるなら憲法を変えるのが筋」とし、「筋の通らない法律が施行されるのが許せなくて参加した」と話した。 

＜安保法施行＞若者ら「戦争するな」
河北新報2016年03月29日火曜日
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安保関連法廃止を求め演説する若者ら＝２８日午後６時５５分ごろ、仙台市青葉区
　安全保障関連法の施行を控えた２８日夜、市民団体「野党共闘で安保法制を廃止するオールみやぎの会」は仙台市青葉区の中心部で街頭宣伝を行い、若者らが安保関連法廃止を求めた。
　学生団体「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」の中心メンバーの１人、筑波大３年本間信和さん（２１）は「俺たちの税金や未来は戦争のためにあるんじゃない。一人一人の力で政治を動かす」と声を張り上げた。
　山形県から訪れた高校２年女子（１７）もマイクを握り「安倍晋三首相ら安保関連法を作った大人たちに自分の未来は任せられない。さっさと辞めてほしい」と叫んだ。
　民進、共産、生活各党の国会議員も訪れ「安倍政権の間違った政治を正す。野党共闘で戦う」などと力を込めた。会場には約３５０人が足を止めた。
高校生「戦争いらない」渋谷デモ　安保法施行迫り

共同通信2016/3/27 21:19

[image: image19.jpg]


　
安全保障関連法の施行反対を訴え、デモ行進する高校生ら＝27日午後、東京・渋谷　安全保障関連法の施行が迫る中、ツイッターなどを通じて全国から集まった高校生が27日、東京・渋谷でデモをして「うちらの未来に戦争いらない」と声をそろえ、施行反対を訴えた。

　主催者によると、高校生数十人を含む約300人が参加。休日で混雑するセンター街やスクランブル交差点を「戦争法廃止」などと書いたカードを掲げて練り歩いた。足を止め、拍手を送る年配の買い物客の姿もあった。

　デモに先立ち、高校生は都内で集会を開き、安保法廃止を求める各地での活動状況を報告し合った。

安保法、平和憲法の精神堅持を＝市民団体は廃止求め集会－韓国
【ソウル時事】韓国外務省報道官は２９日の記者会見で、日本で安全保障関連法が施行されたことについて「日本の防衛政策は、平和憲法の精神を堅持し、地域の平和と安定に寄与する方向で、透明に行われるべきだ。日本の政策を注視していく」と述べた。
　ソウルの日本大使館前では２９日、市民団体が安保関連法廃止を求める集会を開催。「日本の軍国主義的な対外膨張と朝鮮半島再侵略の野望に断固反対する」と訴えた。（時事通信2016/03/29-15:31）
安保法制下の日本に　関連法が施行

東京新聞　2016年3月29日 07時05分

 　他国を武力で守る集団的自衛権の行使容認を柱とする安全保障関連法が二十九日午前零時に施行された。戦後の歴代政権は武力行使が許されるのは、日本が攻撃を受けたときのみとしてきた。だが、安保法の施行により、日本は攻撃されていなくても戦争参加が可能になった。（金杉貴雄）

　安保法は自衛隊法など十の改正法と新法「国際平和支援法」の計十一の法律で構成。安倍晋三首相は二十八日の参院予算委員会で「国民の命を守り抜く必要な自衛のための措置は何かを考え抜いた」と述べた。

　集団的自衛権の行使容認に関しては「他国への攻撃で国民の生命が根底から覆される明白な危険がある」場合を存立危機事態として武力行使できるとした。事態の認定は、政権の「総合判断」に委ねられる。

　周辺事態法を改正した重要影響事態法は、米軍の戦闘支援を日本周辺から他国軍を含む世界規模に拡大。自衛隊活動に関し「非戦闘地域」の考え方をなくし、より戦闘に近い場所で活動できる。国際平和支援法は日本の安全と直接関係なくても他国軍支援を世界中で随時できるようにし、非戦闘地域の限定も外した。

　突発的な衝突で攻撃された米艦を守る「平時の米艦防護」も可能にした。

　国連平和維持活動（ＰＫＯ）に関しては、離れた非政府組織（ＮＧＯ）職員などを守る「駆け付け警護」や治安維持活動ができるように任務を追加。海外での邦人救出も可能とした。自衛でなく相手の妨害を取り除く「任務遂行型」の武器使用を解禁した。

◆苦悩する自衛官

　「与えられた任務をこなすだけです」。三月上旬、名古屋市内で自衛隊入隊予定者の激励会があった。安全保障関連法について聞くと、自衛官の卵たちは前向きな言葉を連ねた。同様に答える現役自衛官も多いが、本音は単純ではない。

　関東に勤務する五十代の陸上自衛官は、海外派遣に賛同するインターネット上の過激な書き込みには「現実が分かってない」と首をかしげる。一方で「戦争法」という表現も「違う」と思う。

　「海外で銃を構える自分が想像できない」という。入隊時から仕事は「国を守ること」だと自らに言い聞かせてきた。「給与・手当の問題、装備の充実を考慮すると、とんでもない額のお金が必要になるはず。こうした観点から安保法を考える人が少ないのは不思議です。その負担を強いられるのは国民なのに」

　航空自衛隊の中堅幹部によると、部隊の若い隊員の間では「海外に行けと言われれば行くしかない。今さら自衛隊は辞められない」「後方支援部隊までが海外に行くなら、日本も本格的に戦争に巻き込まれるな」という言葉が交わされるという。幹部は「辞められないのは家庭があるから。本音は『海外は危険だから行きたくない』だ」と説明する。自身も「幹部自衛官だから『行きたくない』とは言えないが、射撃能力や体力が基準に満たない隊員も少なくない。海外に行けば間違いなく死者が出る」と懸念を隠さない。

　中部地方の若手自衛官は、不安を口にする隊員に「死ぬ覚悟はないのか」と同僚が怒りをぶつけるのを見た。

　「命令されれば『職業軍人』として海外に行く。服務宣誓しているのだから当然」と言い切った後で、不安を明かした。「敵から撃たれる時のことを想像すると冷静にいられるのか…。銃を撃つ時も覚悟が必要になる。公には言えないが、はっきり言って怖い」

（東京新聞）

	安保法の施行に対し、国会前で反対の声をあげる人たち＝２８日午後７時５７分、東京・永田町で（伊藤遼撮影）
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民進「立憲主義を冒涜」＝共社も廃止訴え－安保法施行
　安全保障関連法の施行を受け、民進党の岡田克也代表は２９日、「憲法違反の内容を含む法制の施行は、憲政史上に深刻な禍根を残す暴挙だ。国民、立法府、立憲主義に対する重大な冒涜（ぼうとく）で、最大の怒りをもって強く抗議する」との談話を発表した。
　談話は武力行使の新３要件に関し「基準が曖昧で、自衛隊の海外活動の歯止めにならず、平和主義、専守防衛の理念を大きく変質させる」と指摘。「民進党は他の野党と協力し、安保法制を白紙化する取り組みを続けていく」と強調した。
　共産党の山下芳生書記局長は記者会見で「憲法の平和主義、立憲主義、民主主義を根底から覆す天下の悪法だ。葬り去るまで国民と４野党のスクラムで頑張りたい」と表明。社民党の吉田忠智党首は記者団に「問題点をしっかり指摘し、戦争法（安保関連法）の廃止、発動阻止につなげていかねばならない」と訴えた。（時事通信2016/03/29-19:16）2016/03/29-19:16
安全保障関連法が施行＝政府、世論にらみ慎重運用－安倍首相「日米同盟の絆強固に」
　日本が直接攻撃されていなくても集団的自衛権による武力行使を可能とした安全保障関連法が２９日、施行された。自衛隊は安保法施行を受け、多様化する任務に対応するための訓練を本格化させる。夏の参院選をにらみ、野党が憲法違反として安保法廃止を求めるのに対し、政府は当面、慎重な運用に努める考えだ。
　安倍晋三首相は２９日午前の参院予算委員会で、「日本を守るため助け合うことができる（日米）同盟になった。同盟の絆を強化した」と述べ、安保法で日米同盟が強固になったとの認識を示した。
　菅義偉官房長官は記者会見で「重要なことは、国民の広範な支持を得ることだ。丁寧にしっかりと説明していきたい」と強調。岸田文雄外相も会見で「米国、欧州、アジアなど多くの国々が支持、歓迎をしている。国際社会にも丁寧に分かりやすく説明していく」と述べた。（時事通信2016/03/29-11:17）
首相「日米同盟の絆が強化」　安保法施行で意義強調

共同通信2016/3/29 11:27

　安倍晋三首相は29日の参院予算委員会で、集団的自衛権行使を認めた安全保障関連法の施行を受け「いざという時に（日米両国が）お互いに助け合うことができるようになった。同盟の絆は強化された」と意義を強調した。廃止法案を提出している民進、共産など主要野党は違憲批判を続ける方針。夏の参院選に向けて与野党論戦が激しくなりそうだ。

　予算委で民進党の前川清成氏は「日本を守るために集団的自衛権は必要ない」と安保法廃止を要求。首相は、北朝鮮による事実上の長距離弾道ミサイル発射での日米連携に触れ「はるかに以前よりも情報共有が進んでいる」と拒否した。

安保法 国会関与の強化へ 協議の枠組み検討
ＮＨＫ3月30日 6時19分
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戦後日本の安全保障政策の大きな転換となる安全保障関連法が、２９日施行されました。自民・公明両党と、賛成に回った野党３党は、先に合意した、自衛隊の活動に対する国会関与の強化の在り方を巡って、協議の枠組みを検討することにしていますが、今後、５党による協議で結論を得られるかどうかも、焦点の１つとなりそうです。
集団的自衛権の行使を可能にするなど、戦後日本の安全保障政策の大きな転換となる安全保障関連法は２９日施行され、安倍総理大臣は、自衛隊の新たな任務について、「あらゆる面で万全の体制を整え、教育訓練を含めて時間をかけて周到な準備をしなければならない」と述べました。
　この法律を巡って、自民・公明両党は、去年の国会審議の最終盤に、いまの、日本のこころを大切にする党、日本を元気にする会、それに新党改革の野党３党との間で、国会の関与を強化するため、自衛隊の活動を監視・検証する組織の在り方を検討し結論を得るとすることなどで合意し、これを受けて３党は賛成に回りました。
この合意について、５党は施行前日の２８日国会内で協議し、今後、どのような枠組みで協議を進めていくか検討していくことを確認しました。
　政府は「合意の趣旨を尊重し、適切に対処する」などとした文書を閣議決定していますが、今後、５党による協議で、国会関与の強化の在り方を巡って結論を得られるかどうかも、焦点の１つとなりそうです。
安全保障関連法が施行
ＮＨＫ3月29日 6時25分
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集団的自衛権の行使を可能にするなど、戦後日本の安全保障政策の大きな転換となる安全保障関連法が２９日、施行されました。ただ、政府は国連のＰＫＯ活動に参加する自衛隊の部隊などに法律に基づく新たな任務を付与することについては周到な準備が必要だとして、ことしの秋以降、慎重に判断していくことにしています。
去年９月に成立し、戦後日本の安全保障政策の大きな転換となる安全保障関連法は２９日、施行されました。この法律によって、日本の存立が脅かされる「存立危機事態」の際に日本が直接攻撃をされていない場合でも、集団的自衛権を行使し、武力を行使できるようになります。
　また、国際貢献のための外国軍隊への後方支援は、そのつど法律を作らなくても活動が可能になるほか、国連のＰＫＯ活動では他国の部隊などが武装集団から危害を加えられそうな場合に、自衛隊が武器を使って救援する「駆け付け警護」などが可能になります。
　さらに共同訓練などの際に武力攻撃に至らない、グレーゾーン事態が起きた場合はアメリカの艦船などを武器を使って防護することや、活動する国の同意があるといった要件の下、海外で邦人を救出する活動も可能になります。
　政府は「部隊行動基準」という自衛隊が行動できる地理的範囲や武器の使用方法を任務ごとに定めた規則などを、今後３か月程度かけて策定することにしています。
そして、それらをもとに、ことしの夏以降、訓練を重ねるなどして、隊員の安全確保などに向けた周到な準備を行うことにしています。
　政府は南スーダンで国連のＰＫＯ活動に参加している自衛隊の部隊に「駆け付け警護」や、外国の部隊と共同で宿営地を防護する任務を付与することを検討していますが、実際にこうした任務を付与する時期などについては慎重に判断することにしていて、当面は、ことしの１１月に交代で派遣される部隊に対して、付与するかどうかが、焦点になります。
法律で何が可能になるのか
＜集団的自衛権の行使＞
「わが国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発生し、これにより、わが国の存立が脅かされ、国民の権利が根底から覆される明白な危険がある事態」を「存立危機事態」とし、その際には、日本が直接攻撃されていない場合でも、集団的自衛権を行使し、武力を行使することが可能になります。
＜外国軍隊への後方支援＞
日本の平和と安全に関わる事態の際の、外国軍隊への後方支援については、これまでの周辺事態法を改正して重要影響事態法とし、アメリカ軍のみとしていた支援の対象をほかの外国軍隊にも認めるほか、新たに弾薬の提供なども可能になります。
また、国際貢献のための後方支援については、新法を制定したため、そのつど特別措置法を作らなくても、必要に応じて実施が可能になりました。ただ、派遣の際には、例外なく事前に国会承認を得ることを義務づけています。
＜国際平和協力活動＞
国連のＰＫＯ活動については、活動に参加する国連職員や他国の部隊が武装集団から危害を加えられそうな場合に、自衛隊が武器を使って救援する「駆け付け警護」が可能になります。
また、自衛隊の宿営地を外国の部隊と共同で武器を使って防護することや、住民の安全を確保するための巡回や警護といった活動も、新たに可能になります。
＜グレーゾーン事態＞
共同訓練などの際に、武力攻撃に至らないグレーゾーン事態が起きた場合は、アメリカをはじめとする外国軍隊の艦船などを武器を使って防護できるようになります。
＜邦人救出＞
海外での邦人の救出については、活動する国の同意があり、その国から協力が得られる場合などに、自衛隊が武器を使用して活動に当たれるようになります。
南スーダン 自衛隊の今後の任務に注目
安全保障関連法の施行で、変わる可能性があるのが、アフリカの南スーダンに派遣されている陸上自衛隊の部隊の活動です。
　陸上自衛隊は南スーダンで行われている国連のＰＫＯ活動におよそ３５０人を派遣し、首都ジュバを拠点に道路整備などの活動を行ってきました。
　新しい法律の下で、「駆け付け警護」の任務が新たに付与されれば、自衛隊の活動地点から離れた場所で国連職員や外国の部隊などが襲われた場合でも、武器を使って助け出すことができるようになります。
　南スーダンでは、自衛隊の部隊が拠点を置く首都ジュバの治安は比較的安定しているものの、ほかの地域では政府軍と反政府勢力の間で武力衝突が繰り返されています。先月には、北東部にある国連の避難民の施設が武装集団に襲われ、援助団体のメンバーも含め少なくとも２５人が殺害される事件が起きています。
　現地の国連関係者は、自衛隊の部隊が、国連などの支援活動の安全確保のため、今後どれだけの任務を担うことになるのか、注目しています。
自衛隊 安保法施行で戦闘伴う任務の可能性増大と分析
ＮＨＫ3月29日 4時59分
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２９日に施行された安全保障関連法について、自衛隊の現場が、今後他国と連携した戦闘を伴う任務遂行などの可能性が増大すると分析する一方、必要な訓練を行えば対応は可能だと判断していることが、防衛省の内部資料で分かりました。
ＮＨＫは情報公開請求を通じ、安全保障関連法の成立から９日後の去年９月２８日に、東京の陸上幕僚監部や陸上自衛隊の各地の幹部らが出席して開かれた会議のために作成された、およそ４００ページの内部資料を入手しました。
　このうち師団長など最高幹部の教育について検討するための資料では、今後の任務について、集団的自衛権の行使容認に伴い、アメリカ軍などとの共同作戦や武力行使を伴う任務遂行の可能性が増大すると分析しています。
また、安保法により、国連ＰＫＯなど国際任務の権限が拡大し、他国と連携した戦闘を伴う任務遂行や現場指揮官による説明責任遂行の可能性が増大すると分析しています。
　一方で、訓練への影響について分析した資料では、駆け付け警護や海外での邦人救出など、安保法に伴う新たな任務について、新たな法的知識や必要な訓練を訓練基準に追加したうえで、準備訓練やリハーサルを行えば、対応は可能であり、大きな影響はないとしています。
　政府は、アフリカの南スーダンで活動するＰＫＯ派遣部隊に駆け付け警護などの任務を付与するかどうかは、早くてもことしの秋以降に派遣される部隊から判断することにしています。
新任務対応へ準備進める
自衛隊は、安全保障関連法で可能になる新たな任務に対応できるよう、武器を使用する際の手順などについて定めた部隊行動基準を見直すなどの準備作業を進めています。この間、見直した基準に基づいて、部隊を動かすなどして、基準に無理がないかや見落としがないかといった点について確認することにしています。そのうえで、新しい部隊行動基準に基づいて訓練を繰り返すなどして、新たな任務に対応できる態勢を整えることにしています。
安全保障関連法 自衛隊への任務付与は
ＮＨＫ3月29日 4時58分
戦後日本の安全保障政策の大きな転換となる安全保障関連法が、２９日、施行されました。政府は、法律が施行されても、自衛隊にすぐに新たな任務を付与し、実施するわけではないとしています。
政府の担当者によりますと、自衛隊が行動できる地理的範囲や武器の使用方法などを任務ごとに定めた「部隊行動基準」などの規則を、今後３か月程度で策定したいとしています。そのうえで実施要領を定めて訓練を行うということで、本格的な訓練を開始するのはことしの夏以降になるとしています。
　政府は、こうした訓練の実績を踏まえて、部隊に対し、実際に新たな任務を付与するかどうかを判断することにしています。
　このうち国連のＰＫＯ活動について、政府は、南スーダンで活動している部隊に、「駆け付け警護」や、外国の部隊と共同で宿営地を防護する任務を付与することを検討していますが、実際にこうした任務を付与する時期などについては慎重に判断することにしていて、当面は、ことしの１１月に交代で派遣される部隊に対して付与するかどうかが焦点になります。
　また、いわゆるグレーゾーン事態の際のアメリカの艦船などの防護について、運用方法を取り決めるためのアメリカ側との調整は、訓練を実施して課題を整理したうえで本格的に始めるとしており、活動の実施は当面見送られることになります。
　その一方で、中谷防衛大臣は「任務を達成できるようにするのが最も重要だが、それまでに事態が発生したら、その時点における能力の範囲で実施可能な任務を果たしていく」と述べ、海外での邦人救出の活動などは、そのような事態が起きた時点で、可能な範囲で活動を実施することもありうるとしています。
国民の理解を得る政府の取り組みは
安倍総理大臣は、法案が成立した去年９月の時点では国民の支持が広がっていないことを認め、成立後も理解を得る努力を続けていく考えを示していました。
　政府は、成立後の去年１０月、総理大臣官邸のホームページに特集ページを開設しました。この中では、北朝鮮による弾道ミサイルの発射や核実験の事例を紹介し、紛争を未然に防ぐ抑止力を高めるためには法律が必要だと強調しています。開設した当初は多い日で１日当たり５０００件を超えるアクセスがありましたが、徐々に減って、今月では１日２００件程度にとどまっているということです。担当者は「関心が薄れてきていることもあるだろうが、理解が広がっている表れでもないか」と話しています。
　また、先月末には政府主催の法律に関する初めてのシンポジウムを開き、中谷防衛大臣は、法律はほかの国から高い評価を受けているなどとして、理解を求めました。
　安倍総理大臣は、先週の２５日、「理解も少しずつ増えてきているのではないか。世論調査を見ても、廃止すべきでないと答えた方のほうが１０％近く多かったのは事実だ」と述べ、国民の理解は着実に進んでいるという認識を示しました。
　また、中谷防衛大臣はＮＨＫの取材に対し、「成立から６か月たったが、わが国を取り巻く安全保障環境は非常に変わっており、理解は相当進んでいると思っている。災いは忘れたころにやってくると言うが、不測の事態に国が責任を持って、国民の命や財産をしっかり守っていく手段を作ったことを理解していただいている方が増えていると思う」と述べました。
野党 夏の参院選の争点に据えたい考え
民進党など野党側は、安全保障関連法の施行について「憲法違反であり、認められない」と強く反対しています。そして、夏の参議院選挙で法律の是非を主要な争点に据えたい考えで、法律に反対する世論と連携しながら、安倍政権との対決姿勢を強めていく方針です。
　安全保障関連法を巡り、民進党や共産党など野党４党は「明確な憲法違反であり、認められない」と強く反対していて、先月、法律を廃止する法案を衆議院に共同で提出したほか、民進党は独自の安全保障法制として、武力攻撃に至らないグレーゾーン事態に対処するための「領域警備法案」など３本の法案を提出し、徹底した審議を求めています。
　安全保障関連法の施行について、民進党の江田代表代行は２８日、「違憲の安全保障関連法を強行した安倍政権でよいのか、違憲部分を白紙化した法案を提出した民進党がよいのか、選挙で決着をつける」と述べたほか、共産党の山下書記局長は「多くの国民と力を合わせて、きたるべき国政選挙で安倍政権と補完勢力に厳しい審判を下して、法律を廃止することに一層力を注ぎたい」と述べました。
　民進党や共産党などは、夏の参議院選挙では安全保障関連法の是非を主要な争点に据えたい考えで、法律に反対する市民グループなどとの連携を深めながら、安倍政権との対決姿勢を強めていく方針です。
武器使用判断の「重圧」＝自衛官に戸惑いと不安－法複雑、人ごとの隊員も
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８９式自動小銃を持ち、太もものバンドに９ミリ拳銃をつり下げて警戒する陸上自衛隊第１０次イラク復興支援群の隊員＝２００６年６月、イラク南部サマワ
　集団的自衛権を認め、自衛隊の武器使用権限を拡大した安全保障関連法が２９日、施行された。自衛官２２万人にとって、任務の危険性と銃口を向ける判断を迫られる重圧は増す。創設以来、１発も銃弾を発射してこなかった自衛隊。新たな任務遂行とともに隊員の安全を確保できるのか。現場の自衛官からは不安や戸惑いの声も聞かれる。
　法施行で、邦人保護などの任務遂行の際の武器使用が認められ、妨害行為に対して銃の威嚇射撃も可能になった。イラク派遣を経験した陸上自衛隊員は「相手に銃を向けるだけで相当な威圧になり、現場の雰囲気は一変する。身を守るために銃の引き金を引くか判断を迫られる局面が増えるだろう」と予想する。
　ある陸自幹部は「判断を上司に仰いだり命令を下したりする現場の隊員には想像できないプレッシャーがかかる」と話す。また、複数の自衛隊幹部は「現実的には、先制攻撃を受けて死傷者が出なければ『撃つ』判断はできないのではないか」と率直に語る。
　安保法は自衛隊法など１０本の改正法を束ねた「平和安全法制整備法」と、新たな恒久法「国際平和支援法」で構成。解釈変更や武力行使の要件、隊員の安全確保など内容は多岐にわたり、複雑だ。
　陸自のある若手女性幹部は「安保法の教育を部下にするかは現時点では指揮官の教養次第。意識が高い自衛官は勝手に勉強しているが、現場の雰囲気としては、安保は人ごと」と話した。「安保法施行の経緯をよく分かっていない一般隊員をどうやって教育しようかというのは悩む」と打ち明けた。（時事通信2016/03/29-05:31）2016/03/29-05:31
集団的自衛権、行使可能に＝駆け付け警護は先送り－安保法が施行
　集団的自衛権行使の限定容認を柱とする安全保障関連法は２９日に施行され、戦後日本の防衛政策を転換する法制が実施段階に入った。北朝鮮の挑発行動や中国の海洋進出など、日本を取り巻く安全保障環境が厳しさを増す中、政府は米国との連携を強化。安保法を踏まえ自衛隊の武器使用などに関する部隊行動基準を策定し、訓練を進める。一方、新たに任務に加わる「駆け付け警護」は、夏の参院選をにらみ当面は実施を見送る。
　安倍晋三首相は２８日の参院予算委員会で、安保法について「国民の命を守り抜く責任の下で必要な自衛のための措置は何か、考え抜いた結果だ」と意義を強調。菅義偉官房長官は記者会見で「今後とも、国民の一層の理解をいただけるように説明していきたい」と述べた。
　防衛省では２８日、中谷元防衛相も出席して安全保障法制整備検討委員会を開き、安保法の施行後に必要な対応について協議。防衛相は「新たな任務を遂行するため、引き続き慎重を期して準備作業を行い、（隊員への）必要な教育や訓練を進めてほしい」と指示した。
　安保法は、自衛隊法など１０本の改正法をまとめた「平和安全法制整備法」と、米軍などへの後方支援を随時可能にする新たな恒久法「国際平和支援法」で構成する。（時事通信2016/03/29-00:11）
安保法、29日午前0時に施行　違憲論争収束せぬまま

共同通信2016/3/27 16:43

　集団的自衛権の行使を認め、自衛隊の海外活動を大きく広げる安全保障関連法は29日午前0時に施行され、法的効力が生まれる。憲法解釈変更による行使容認には、内閣法制局長官経験者や憲法学者らが違憲性を指摘しており、与野党の論争は収束していない。安倍政権は、世論の動向をにらみ慎重に運用する構えで、平時の米艦防護や「駆け付け警護」など新たな任務の実施は当面、先送りし、訓練などの準備を本格化させる。

安保法施行、戦後の転換点　集団的自衛権の行使解禁

共同通信2016/3/29 00:48
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安全保障関連法の施行に反対し国会前で気勢を上げる人たち＝28日午後
　歴代政権が憲法9条の下で禁じてきた集団的自衛権行使を解禁する安全保障関連法が29日午前0時に施行された。他国軍への後方支援など、自衛隊の海外活動は地球規模に広がり、戦後の大きな転換点を迎えた。武装集団に襲われた国連要員らを救出する「駆け付け警護」など、国連平和維持活動（PKO）での実際の新任務実施は今秋以降に先送りするが、法的には可能。任務拡大へ訓練を開始する。主要な野党は安保法の違憲性を指摘しており、夏の参院選で争点となるのは確実だ。

　安倍晋三首相は28日の参院予算委員会で「必要な自衛の措置は何かを考え抜いた」と合憲性を強調した。

「国会関与」具体化進まず＝与野党合意、たなざらし－安保法
　安全保障関連法に基づく自衛隊の派遣について、自民、公明両党と新党改革など一部野党が国会の関与を強めるため昨年９月に交わした合意が事実上のたなざらしになっている。法制化による実現を求めている野党側と、慎重姿勢を崩さない与党側の隔たりが大きいためで、具体的な仕組みづくりは進んでいない。
　自民党の谷垣禎一幹事長は２９日の記者会見で、与野党合意の具体化について、「まだ（協議が）始まったばかりだ。まずは議論の帰趨（きすう）を見守りたい」と述べるにとどめた。公明党の山口那津男代表も会見で、野党が法制化を求めていることに対し「今後の政党間の議論に委ねたい」と語った。
　自公との合意書に署名したのは新党改革、次世代の党（現・日本のこころを大切にする党）、日本を元気にする会。同法施行の直前の２８日、各党の担当者が顔をそろえて今後の協議の進め方を話し合ったが、結論は出なかった。
　合意書には、安保法に基づく自衛隊派遣に関し、（1）１８０日ごとの国会報告（2）常時監視や事後検証のために国会の委員会で審査－などの方策を明記。野党側は運用に「歯止め」がかかったとして、同法の参院採決で賛成した経緯がある。
　合意内容は付帯決議に盛り込まれただけで、法文に反映されていないことが論議停滞の一因だ。元気の松田公太代表は「法制化が必要だ」と訴えるが、自民党関係者は安保法に絡んだ国会審議について「合憲か違憲かの論争が再び過熱する」と否定的だ。（時事通信2016/03/29-15:59）
公明代表、衆参同日選に対応　「首相が決めるなら」

共同通信2016/3/30 14:14 | 3/30 14:37 updated
首相官邸の庭で、咲き始めた桜を見ながら談笑する安倍首相（左）と公明党の山口代表＝30日午後（代表撮影）　
安倍晋三首相は30日昼、公明党の山口那津男代表と官邸で会談した。山口氏は、夏の参院選に合わせた衆参同日選について「（衆院解散は）首相の専権事項なので、決めたことはとやかく言わない。決断すれば、与党としてそれを受けて対応する」との考えを伝えた。
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　同時に、解散後に与党に不利なことが起きた場合、政権を失うリスクがあることなどを挙げ「一般論としては望ましくない」とも強調した。

　首相はうなずきながら聞いていたという。山口氏が会談後、記者団に明らかにした。

安全保障関連法 米 自衛隊の役割拡大に期待
ＮＨＫ3月29日 4時59分
安全保障関連法が施行されたことについて、アメリカ国務省の当局者は２８日、ＮＨＫの取材に対し「日本が日米同盟を強化し、地域や世界の安全保障により積極的な役割を果たすために行っている取り組みを歓迎する」と述べ、支持する考えを強調しました。
この背景には、中国の海洋進出や北朝鮮の核・ミサイル問題、それに拡散するテロの脅威など、世界各地のさまざまな問題にアメリカ１国では対処できなくなっていることがあります。
アメリカ政府は、同盟国、日本がアジア太平洋地域のみならず、世界の平和と安定に向け「地球規模のパートナー」として自衛隊の役割を拡大させることを期待しています。
韓国、徐々に協力機運＝慰安婦合意・北朝鮮緊張を機に－安保法施行
　【ソウル時事】韓国では、安全保障関連法に対し、世論の警戒感は根強いものの、昨年末の慰安婦問題に関する日韓合意や北朝鮮情勢の緊張で、徐々に日本との安保協力の機運が生まれ始めた。朝鮮半島有事での対日協力の重要性を認識しており、今後、いかに具体化を図るかが課題だ。また、日韓関係の改善が軌道に乗れば、軍事情報保護協定締結に向けた論議が本格化する可能性がある。
　韓国は歴史的な経緯から、日本の「軍事大国化」への懸念が強く、安保関連法に対し「朝鮮半島の安保に関連する事案では、韓国の同意が必要」とくぎを刺してきた。（時事通信2016/03/28-15:05）
安全保障関連法施行 中国が警戒感示す
ＮＨＫ3月28日 22時31分
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安全保障関連法の施行について、中国外務省の洪磊報道官は２８日の定例記者会見で、「アジアの隣国や国際社会がこうした問題に懸念を示し続けるのは、歴史が原因だ。われわれは、日本側が歴史の教訓をくみ取り、平和発展の道をしっかりと歩み、軍事、安全保障政策において慎重に事を進めるよう望む」と述べ、日本の動向に警戒感を示しました。
安保法廃止、審議応じず＝ＴＰＰ国会承認急ぐ－自公
　自民党の谷垣禎一、公明党の井上義久両幹事長は３０日午前、東京都内で会談し、旧民主党など野党各党が提出した安全保障関連法廃止法案について、国会審議に応じない方針で一致した。一方、安保法に賛成した新党改革など一部野党とは、自衛隊活動に対する国会関与の強化に向けた政党間協議を進めることを確認した。（時事通信2016/03/30-11:25）2016/03/30-11:25
安保廃止法案は審議せず、自公　幹事長会談で一致

共同通信2016/3/30 10:48

　自民党の谷垣禎一、公明党の井上義久両幹事長は30日、東京都内で会談し、野党が国会に提出した安全保障関連法の廃止法案を審議しない方針で一致した。同席した自民党の佐藤勉国対委員長は「既に（安保法施行で）決着しており、蒸し返す必要はない」と述べた。

　政府案などに対抗して野党が提出した法案は委員会に付託されず、審議されないケースが多いが、野党は批判を一層強めそうだ。

　廃止法案は、集団的自衛権行使を可能とする安保法を「憲法違反」として、民進党に合流前の民主、維新両党と共産、社民、生活の5党が2月に衆院へ共同提出した。

特殊部隊投入も、訓練本格化＝米軍と情報共有より密に－安保法施行・自衛隊準備
[image: image57.jpg]



在外邦人輸送訓練で、公開された陸上自衛隊の輸送防護車「ＭＲＡＰ（エムラップ）」。路上爆弾による攻撃の被害を軽減するため、爆発の衝撃を逃がせるよう車体底部がＶ字形になっている＝２０１５年１２月、群馬県榛東村の相馬原演習場
　安全保障関連法の施行により、国際平和協力活動や邦人保護の任務を拡大し、新たな武器使用権限を自衛官に付与することが可能になる。陸海空の各自衛隊は部隊行動基準を策定するとともに、テロ対策特殊部隊も投入しながらオペレーションに向けた訓練を本格化させる。
　防衛省は今後の訓練の具体的な計画について「手の内を明かすことになる」と明らかにしていないが、新任務に対する訓練は、新たな部隊行動基準に基づいて行われる。
　行動基準はまずモデル部隊で検証、修正を繰り返して策定した上、任務が付与される部隊の訓練が始まる。政府関係者によると、海外派遣されることが多い陸自はこれまで米陸軍訓練教義コマンド（ＴＲＡＤＯＣ、司令部米バージニア州）と連絡官や幹部訪問などを通じて交流を深めてきた。同コマンドは米軍が戦地で得た教訓を収集分析し、戦術や部隊編成などに反映させる機関。陸自は関係を強化し、米側の教訓などを安全確保業務や邦人保護訓練を行う際の参考にするとみられる。
　新任務の在外邦人救出では、大使館が占拠されたり、邦人の集合場所が暴徒に取り囲まれたりするなどした場合、武装集団などを排除する任務遂行型の武器使用が認められる。突発的な事態には、現場の部隊指揮官をはじめ隊員個々人にまで状況に応じた判断が求められ、高度な訓練が必要になる。陸自のテロ対策部隊「特殊作戦群」などで編成する中央即応集団を軸に、陸自が導入した輸送防護車「ＭＲＡＰ（エムラップ）」などを使い訓練を重ねることになる。
　ただ救出作戦には、拘束場所の特定や敵対勢力の規模や武装状況、輸送ルートの確認など「後方支援やヒューミント（人的情報活動）を含めた総合的な作戦能力が必要で、米軍でも失敗している」（政府関係者）。制服組の間では救出作戦については自衛隊の活動に限界があるとの見方が支配的だ。（時事通信2016/03/28-18:26）
しんぶん赤旗2016年4月1日(金)

南スーダン宿営地に着弾　ＰＫＯ原則成り立たない　参院委 井上議員追及
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（写真）質問する井上哲士議員＝31日、参院外防委


　日本共産党の井上哲士議員は３１日の参院外交防衛委員会で、南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣された陸上自衛隊５次隊の宿営地に着弾した銃弾が陸自福知山駐屯地（京都府福知山市）に展示された問題を追及し、安保法制＝戦争法による自衛隊のＰＫＯ任務拡大の現実の危険性が極めて鮮明となりました。

　宿営地で銃弾が発見されたのは、２０１３年１２月１６日の大統領派と副大統領派との武力衝突が始まった翌日。ところが、派遣部隊隊長に報告されたのは６カ月後で､隊長は｢後進の隊員教育･啓発用のため｣として持ち帰り、福知山駐屯地での展示に及んだとされます。

　井上氏は、１４年１月５日に宿営地近くで発砲があり、同月８日には隊長が緊急撤収計画を決済していたことなども指摘。「宿営地に着弾していた事実は、政府の『南スーダンはおおむね平穏であり、停戦合意などのＰＫＯ５原則は守られている』という言い分は成り立たないことを示している」と追及しました。

　中谷元・防衛相は宿営地で弾丸が発見されたことを認め、防衛省に報告されていなかったことは「適切さを欠く行為だった」と述べました。一方で、「ＰＫＯ５原則が崩れたものではなかったと（隊長が）判断したと思うが、これは適切な判断だったと思う」と支離滅裂な答弁を行いました。

　井上氏は「宿営地に着弾が発見されるという事態が起きながら深刻でないと判断し、報告もしなかった。こういうＰＫＯに新しい任務を付与し、隊員の安全の確保ができるのか。現地の人を殺傷するという場合もありうるために極めて重大だ」と強調しました。

ＰＫＯ陸自宿営地に着弾　南スーダン、政府把握せず
京都新聞 2016年03月30日 03時00分】


陸上自衛隊福知山駐屯地が史料館で公開している自衛隊の宿営地に着弾した銃弾（福知山市）
　国連平和維持活動（ＰＫＯ）で南スーダンに派遣された陸上自衛隊５次隊の宿営地に２０１３年１２月、銃弾が着弾していたと、陸自福知山駐屯地（京都府福知山市）が展示していることが２９日、分かった。政府はこれまで、非戦闘地域への派遣を名目とするＰＫＯでの自衛隊宿営地への着弾を公表したことはなく、明らかになるのは初めて。安全保障関連法施行で自衛隊の海外任務が拡大するなか、情報開示への政府の姿勢が問われそうだ。
　南スーダン５次隊（約４００人）に隊員を派遣した福知山駐屯地によると、着弾したのは５・４５ミリ弾。駐屯地にある史料館で実弾を展示しており、１３年１２月１６日未明に「日本隊宿営地に着弾」と明記している。
　統合幕僚監部報道官室の説明では、同日午前１時すぎ、首都ジュバにある宿営地で複数の自衛隊員が銃声を断続的に聞いた。着弾については「承知していない」といい、同室は「隊員の安全や警備上の問題から、銃声音の公表は差し控えていた」と回答した。
　また防衛省は「１９９２年のカンボジアへの派遣以降、ＰＫＯ活動での宿営地への着弾は把握していない」としている。
　憲法との関係で、自衛隊の海外派遣はこれまでから、「非戦闘地域」といえるかどうかが焦点になってきた。
　ＰＫＯ活動ではなく、イラク特措法によるイラク派遣（２００３年～０９年）については、安倍晋三首相が「法令に従って、非戦闘地域であると確定した区域において自衛隊が作業してきた」と答弁してきたものの、宿営地にロケット弾の着弾など１０回以上攻撃を受けていたとの陸上幕僚監部の内部文書が、昨年夏に国会の特別委員会に提出された。
　陸自は１２年から南スーダンＰＫＯに参加、難民キャンプでトイレ作りなどに携わってきた。現在、９次隊約３５０人が活動する。政府は安保関連法施行を受けて今秋以降、武器使用を想定した新任務を隊員に付与する見通し。
防衛相 「宿営地に着弾」展示は報告なく不適切
ＮＨＫ3月31日 16時30分
中谷防衛大臣は、参議院外交防衛委員会で、南スーダンでの国連のＰＫＯ活動に３年前に派遣されていた自衛隊の部隊が「宿営地に着弾した」として銃弾１発を展示していたことに関連して、事案を防衛省に報告しなかったのは不適切だったという認識を示しました。
京都府の福知山駐屯地の陸上自衛隊第７普通科連隊は、３年前、南スーダンでの国連のＰＫＯ活動に派遣されていた際の資料として、「日本隊宿営地に着弾した」という説明文とともに銃弾１発を展示していましたが、３１日になって展示を取りやめました。
　これについて、中谷防衛大臣は３１日の参議院外交防衛委員会で、「『当時の隊長が、警備上の構造から自衛隊の宿営地を直接狙って銃撃を行うことは極めて困難で、深刻な状況ではなかったと認識したため、特段の報告を防衛省に行わなかった』という報告を受けている」と述べました。
　そのうえで、中谷大臣は「現地の情勢を隠蔽するような事実はなかったと承知しているが、事案の報告がなかったこと自体は適切さを欠く行為だったと考える」と述べました。
陸上幕僚長「着弾という表現は不適切」
陸上自衛隊トップの岩田清文陸上幕僚長は、３１日の定例の記者会見で「仮に『着弾』という表現を、狙ったところに弾が当たることと定義すれば、宿営地の構造上、日本の部隊を狙って撃てる状況にはなく、『着弾』という表現は不適切で、それを公の場に展示したのは不注意だった」と述べました。
　また、「銃弾を持ち帰ったことが法律に触れないか関係省庁に確認しており、結果に応じて必要な対応を取りたい」と述べました。
　防衛省によりますと、駐屯地では３１日から銃弾そのものの展示も取りやめたということです。
”着弾”と展示の銃弾 日本を狙ったものではない
ＮＨＫ3月30日 21時21分
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国連ＰＫＯのためアフリカ・南スーダンに派遣されていた陸上自衛隊の部隊が、宿営地に着弾したとして、銃弾１発を展示していたことについて、この部隊は宿営地内で銃弾を発見したものの、当時の状況から、日本を狙って撃ち込まれたものではないと判断していたことが分かりました。
京都府の福知山駐屯地の陸上自衛隊第７普通科連隊は３年前、ＰＫＯのため南スーダンに派遣されていたときに、宿営地に着弾したという説明とともに銃弾１発を展示していましたが、３０日になって、この説明を取りやめました。
　関係者によりますと、銃弾は派遣当初の平成２５年１２月１６日ごろ、首都・ジュバにある自衛隊の宿営地内で発見されたということです。当時、南スーダンでは武力衝突が起き、宿営地でも銃声が聞こえましたが、宿営地内で銃弾の風切り音が聞こえたり、土ぼこりが上がったりしたという情報はなかったということです。
このため部隊は、日本の宿営地を狙って撃ち込まれたものではないと判断し、防衛省への報告を見送ったということです。
　また、銃弾は隊員への教育に生かそうと持ち帰ったとみられ、駐屯地では２年前の平成２６年から展示されていたということで、防衛省がさらに詳しいいきさつを調べています。
陸自駐屯地の史料館「宿営地に着弾」表示を取りやめ
ＮＨＫ3月30日 16時19分
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３年前、国連ＰＫＯのためアフリカ・南スーダンに派遣されていた陸上自衛隊の部隊が、「宿営地に着弾した」と表示して銃弾１発を展示していましたが、３０日になって、この表示を取りやめました。防衛省は、着弾を確認できる情報はなく、流れ弾かどうかは分からないとしています。
京都府の福知山駐屯地の陸上自衛隊第７普通科連隊は、３年前の平成２５年１２月から半年間、国連ＰＫＯのため南スーダンに派遣され、首都・ジュバの宿営地を拠点に活動していました。
　駐屯地にある史料館は、さまざまな資料を展示していて、この中で、南スーダン派遣中の資料として銃弾１発を展示し、「日本隊宿営地に着弾した５．４５ミリ小銃弾」と、説明文を表示していました。また、説明文は、時期について平成２５年１２月１６日未明としていて、防衛省によりますと、当時、南スーダンでは武力衝突が起き、宿営地でも銃声が聞こえたということです。
　一方で、銃弾は薬きょうがなく発射後のものとみられるものの潰れておらず、当時、宿営地内で、銃弾の風切り音が聞こえたり土ぼこりが上がったりしたという情報もなかったことから、部隊では、着弾したかどうか確認できないとして、３０日になってこの表示を取りやめました。
　防衛省は、着弾を確認できる情報はなく、流れ弾かどうかは分からないとしています。
菅官房長官「事実関係を詳細に聴取中」
菅官房長官は午後の記者会見で「当時、南スーダンに派遣されていた部隊の関係者から、現在、事実関係の詳細を聴取しているという報告を受けている。いずれにしろ、事実関係の詳細について確認が取れた段階で、防衛省において適切に説明されると考えている」と述べました。
防衛相「参加５原則は維持されていた」
中谷防衛大臣は東京都内で記者団に対し「着弾があったかどうかや展示に至った経緯を現在、調査している。南スーダンの活動地域でＰＫＯ法にかかわる武力紛争が発生したとは考えておらず、参加５原則は維持されていたと考えている」と述べました。そのうえで中谷大臣は活動地域の現在の状況について、「毎日のように現地から報告を受けているが、治安は安定した状況で心配することはないと報告を受けている」と述べました。また、中谷大臣は「派遣された部隊が銃弾を持ち帰ることに法的な問題はないのか」と質問されたのに対し、「調査や確認を行い、問題が発生すれば適切に対応したい」と述べました。
陸幕長“着弾”は「不適切」 
NHK大阪03月31日　17時33分 
京都府にある陸上自衛隊福知山駐屯地の部隊がＰＫＯのため派遣されていたアフリカ・南スーダンで、宿営地に着弾したという説明とともに銃弾１発を展示していたことについて、陸上自衛隊トップの岩田清文陸上幕僚長は３１日の定例の記者会見で、「仮に『着弾』という表現を、狙ったところに弾が当たることと定義すれば、宿営地の構造上、日本の部隊を狙って撃てる状況にはなく、『着弾』という表現は不適切で、それを公の場に展示したのは不注意だった」と述べました。
また、「銃弾を持ち帰ったことが、法律に触れないか関係省庁に確認しており、結果に応じて必要な対応をとりたい」と述べました。
防衛省によりますと、駐屯地では、３１日から、銃弾そのものの展示も取りやめたということです。
安全保障関連法施行　沖縄の軍事負担は増えるか
沖縄タイムス2016年3月29日 10:36 



２０１２年に防衛省が計画した日米共同使用と訓練
　【東京】２９日、歴代政権が禁じてきた集団的自衛権の行使を可能にする安全保障関連法が施行された。自衛隊による米軍への後方支援の範囲を大幅に広げる内容で、平時からの自衛隊・米軍の運用一体化への準備が加速する。安倍晋三首相は「ベストな法制だ」と自信をみせるが、事実上の「共同訓練」ともいえる米軍施設内での自衛隊員の研修が増加傾向にあり、基地が集中する沖縄の軍事的負担が増加するのは必至だ。（東京報道部・大
　防衛省によると２００８年度～１４年度にかけ陸海空自衛隊はキャンプ・ハンセンやシュワブなどで実習や講義合わせて計２５９回の研修を実施した。 
　陸自は米海兵隊の水陸両用車に隊員が乗り込んでも操縦はせず、あくまでも車内後方から技術などを学ぶ「研修」だと説明する。 
　だが、２０１５年８月には、陸自隊員が乗った米陸軍特殊作戦部隊のヘリがうるま市沖で着艦に失敗。後に陸自隊員はテロやゲリラの対処などを担う中央即応集団の「特殊作戦群」所属だったことが判明した。 
　防衛省は「訓練」を否定するものの、海上での特殊作戦能力を実演している最中の事故で、事実上の訓練といえる。自衛隊が参加していることも住民には知らされず、事故が起きなければ訓練の事実すら明らかにならなかった。 
　また、海洋進出を強める中国海軍対策で海自と米海軍がうるま市のホワイトビーチ基地内で最新型潜水艦音響監視システム（ＳＯＳＵＳ）を敷設し、日米一体で運用していることも明るみに出た。 
　安保法制に先立って施行された特定秘密保護法により、今後軍事に関連する情報はより機密性が高まる可能性が強く、市民生活に密接した場所で、危険性の高い訓練が秘密裏に行われる恐れがある。 
　また、防衛省が１２年に作成した資料でキャンプ・シュワブやハンセンなどに陸自を常駐させる計画が明らかになった。伊江島補助飛行場など県内１３施設と周辺２水域を「共同使用」の候補地として挙げており、水面下で軍事一体化計画が進んでいるのが実態だ。 
　日米軍事一体化により米国の戦争に巻き込まれるリスクは高まり、基地内訓練の増加で近隣の住民負担が増すことが懸念される。
安保法施行で「部隊行動基準」準備へ 統合幕僚長
ＮＨＫ3月31日 21時34分
２９日に施行された安全保障関連法について、自衛隊トップの河野統合幕僚長は会見で、武器使用の手順などについて定めた「部隊行動基準」について、今後準備を進める考えを示しました。
憲法解釈を変更して集団的自衛権の行使を可能にする安全保障関連法が施行されたことについて、河野統合幕僚長は３１日の定例の記者会見で、「日米同盟の信頼性を向上させ、より積極的な国際貢献に寄与するものだと考えている」と述べました。
　また、施行後の対応について「現時点では、法律の施行で手直しが必要な訓令などの基本的な規則について整備を終えた段階だ。今後は『部隊行動基準』などについて、段階を追って準備を進め、現場部隊と慎重にやり取りしながら詰めていきたい」と述べました。
しんぶん赤旗2016年3月31日(木)

戦争法廃止法案　自公が審議拒否　言語道断 穀田氏が批判
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（写真）記者会見する穀田恵二国対委員長＝30日、国会内


　日本共産党の穀田恵二国対委員長は３０日、国会内で記者会見し、自民・公明の両幹事長が、２月１９日に５野党が共同提出した戦争法廃止法案を審議しない方針を示したことについて、「国民の声を無視するもので、けしからんことだ。戦争法を強行した与党の問答無用の姿勢が表れている」と述べました。

　穀田氏は、昨年９月に戦争法を強行した際､安倍晋三首相が｢これからも丁寧に説明する」と述べていたにもかかわらず、その後もまともな説明責任を果たしておらず、廃止法案審議からも逃げていることを厳しく批判しました。

　また、直近の世論調査（３月２６日、２７日『共同通信』実施）でも、戦争法を「評価する」３９％に対して「評価しない」は４９・９％にのぼっていること、戦争法施行日の２９日には３万７０００人が同法廃止を求めて国会を包囲したことをあげ、「『施行反対』『廃止法案を審議しろ』というのが国民の声だ」と強調しました。

　穀田氏は、戦争法の施行によって、海外に派兵された自衛隊員が「殺し殺される」現実的な危険が生まれることも国会審議のなかで明らかになっていると指摘。廃止法案の与党の審議拒否について、「これほどひどい話はない。言語道断だ」と重ねて批判しました。

しんぶん赤旗2016年3月26日(土)

有事、民間船舶を動員　参院予算委　仁比氏追及 政府米軍輸送も認める

　日本共産党の仁比聡平議員は２５日、参院予算委員会で、安倍政権が安保法制＝戦争法と同時進行で、有事の際に民間船員と船舶を動員する計画を進めている事実を明らかにし、その撤回と戦争法の廃止を強く迫りました。

　防衛省は１１日、特別目的会社「高速マリン・トランスポート」と２０２５年までの事業契約を締結しました。

　仁比氏は「商業輸送を行いつつ、自衛隊の任務遂行に必要な場合には優先的に船舶を確保するものだ」と指摘。弾丸、ロケット、戦車まで運ばせることを明らかにし、「民間フェリーで兵たんを行うもので、攻撃の対象にされることになる」と強調しました。
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（写真）質問する仁比聡平議員＝25日、参院予算委


　安倍晋三首相は、「安全の確保が大前提だ」と答弁。中谷元・防衛相も「自衛隊のために船舶を運航してもらう」と述べ、政府がこれまで民間業者に求めることはないと説明してきたにもかかわらず、有事の際に「危険地域」に動員することを認めました。

　仁比氏は、民間フェリーに乗り込む船員を予備自衛官として確保するため、海上自衛隊が４月に一般社会人や学生を予備自衛官補として採用する制度を導入することをあげ、全日本海員組合が「事実上の徴用だ」と抗議するのは当然だと指摘しました。

　仁比氏は、政府は「志願」というが、教育訓練終了後に予備自衛官に任用されれば、防衛招集された際に自衛官となり、出頭を拒否すれば３年以下の懲役・禁錮が科せられると強調しました。

　さらに仁比氏は、昨年４月に合意した「日米軍事協力の指針（ガイドライン）」が「民間が有する能力を適切に活用する」と明記していることを取り上げ、「重要影響事態や存立危機事態で米軍の人員や物資の輸送を行うのではないか」とただすと、中谷防衛相は「そういう事態は排除できない」と認めました。

しんぶん赤旗2016年3月26日(土)

論戦ハイライト　戦争法下 民間動員許されぬ　参院予算委 仁比議員が追及
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（写真）質問する仁比聡平議員＝25日、参院予算委


　２５日の参院予算委員会で、戦争法下で進む民間船舶の動員体制の実態を突き付けた日本共産党の仁比聡平議員。質問の冒頭、「太平洋戦争で多数の犠牲者を出した痛苦の反省にたってつくられた憲法９条の下で民間船員の戦争動員が認められるはずがない」と力を込めました。

民間船舶を危険地域への輸送に活用

　仁比氏は、陸上自衛隊のパンフレットには、有事の際、先遣部隊に続く３次展開の「増援部隊」として、民間フェリーが描かれていると指摘。実際に、民間フェリー２隻の優先確保で民間事業会社と契約締結していることも明らかにし、次のようにただしました。

　仁比　民間フェリーで、危険地域まで、砲弾や弾薬を運ぶということだ。

　中谷元・防衛相　武力攻撃事態における運航に際しては、あらためて国と事業者で協議を行う仕組みだ。

　危険地域への民間船舶による輸送まで認めた中谷防衛相。仁比氏は、これまで政府は自衛隊が行動する危険地域への輸送を民間業者に求めることはないと説明してきたにもかかわらず、今回は、平時からの契約という手法で、それを可能にしているとして、「極めて重大だ」と批判しました。

船員も予備自衛官にして動員

　また、仁比氏は、民間事業会社との契約では、船舶の確保と有事の際の運航に必要な船員を予備自衛官として確保することを民間事業会社が「一元的に行う」とされていることも指摘。そのため、民間船員の予備自衛官補への「志願」が事実上、「強制」される危険を告発しました。

　仁比　「一元的に」というのは、船員を含めて事業者に用意させるということだ。

　防衛相　予備自衛官、または予備自衛官補になることを希望する方を採用していただくことを期待している。

　仁比氏は「（大型船舶の運航は）チームワークなのだから、自分が志願しなければ他の船員仲間が志願しなければならなくなる。耐えがたい二者択一を強いることになる」と“徴用”の実態を突き付けました。

存立危機事態での活用も

　さらに、民間事業会社との契約では、「在日米軍の輸送役務」も対象に含まれています。仁比氏は、日米新ガイドライン（軍事協力の指針）では、米軍への兵站支援に「民間が有する能力を適切に活用する」と明記されていると指摘。民間船舶が米軍の戦争支援にも活用される危険を告発しました。

　仁比　重要影響事態や存立危機事態における米軍の人員、物資の輸送を（民間船舶が）するのか。

　防衛相　その事態は排除できない。

　仁比氏は、契約で確保する民間フェリーは、米軍の高速輸送船と同型艦だとも指摘。イラン・イラク戦争では、民間船舶への攻撃が現実に起き、船舶１９隻が被弾し、４人が死亡、負傷者１９人を出したことをあげ、「民間船員に二度とこうした犠牲を起こしてはならない｣と強調しました｡

　安倍晋三首相は「民間事業者に運航してもらう以上、安全の確保が大前提」というだけで、まともに答えられませんでした。

しんぶん赤旗2016年3月26日(土)

ＰＫＯ　他国軍と違憲の武力行使も　衆院委で笠井氏 自衛隊文書示す
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（写真）質問する笠井亮議員＝25日、衆院外務委


　日本共産党の笠井亮議員は２５日の衆院外務委員会で、戦争法＝安保法制で自衛隊の国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊に新たに追加される他国軍との「宿営地の共同防衛」で、これまで憲法違反とされた他国軍との「火網（銃砲を縦横に発射し、弾道の網を張りめぐらせた状態にすること）の連携」が可能になることを明らかにしました。

　笠井氏が入手した陸上自衛隊研究本部の内部文書（「南スーダン派遣施設隊第５次要員に係る教訓要報」２０１４年１１月）には、１３年末に南スーダンで大統領派と前副大統領派の武力衝突が発生した際、南スーダンＰＫＯ（ＵＮＭＩＳＳ）司令部が日本を含む各国部隊に「火網の連携」による宿営地の警備施設強化命令を下し、自衛隊は拒否したことが記されています。同時に文書には、他国軍との「火網の連携」は「我が国の従来の憲法解釈において違憲とされる武力行使にあたる」ため「実現困難と見られていたものの、今後の法整備の状況によっては、連携の調整もあり得る」と明記されています。

　笠井氏が「安保法制のもとで、今後ＵＮＭＩＳＳ司令部から他国軍との『火網の連携』を命じられても、今度は『調整』が可能となる。結局、（命令を）断れない」と追及したのに対し、若宮健嗣防衛副大臣は「その時点の状況を総合的に勘案しながら具体的にどういった対応が可能なのかを決める」と述べ、否定しませんでした。

　若宮氏は「宿営地の共同防衛」について２９日の戦争法施行後も隊員の安全確保などを理由に当面の運用を見送る方針を示しました。笠井氏は、「当面の運用を見送るほど『殺し殺される危険』があるということだ」と強調し、戦争法の廃止を強く求めました。

しんぶん赤旗2016年3月31日(木)

米軍武器防護　国際法上 根拠なし　宮本徹氏追及　政府、実例示せず
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（写真）質問する宮本徹議員＝30日、衆院外務委


　日本共産党の宮本徹議員は３０日の衆院外務委員会で、戦争法＝安保法制で可能となった平時からの「米軍等武器等防護」に関し、米軍との武力行使の一体化の危険性を追及し、政府が根拠としてきた国際慣習法の問題点も明らかにしました。

　南シナ海共同訓練や警戒監視でも運用可能な自衛隊法９５条の２による「米軍等武器等防護」は、他国軍の武器装備品を守るための武器使用を認めています。政府は運用について「極めて受動的かつ限定的」「武器使用の５要件（相手が襲撃を中止し、逃走した場合には武器の使用はできない等）を全て満たす必要がある」と説明しています。

　宮本氏は、元内閣法制局長官の宮崎礼壹氏が武器等防護について「『事前回避義務』と『事後追撃禁止』を米側も守らなければ、たちどころに（自衛隊による武器等防護は）憲法違反になる」と述べたことを強調し、「米側に説明しているのか」とただしました。

　若宮健嗣防衛副大臣は「（５要件について）現在米側に説明しており、理解は得られると思っている」などと述べるだけで、宮崎氏の指摘については答弁できませんでした。

　政府は米軍等武器等防護の国際法上の根拠として、イタリア・サンレモの国際人道法研究所の「交戦規定ハンドブック」が定める自衛権の一つ「ユニットセルフ・ディフェンス」を国際慣習法として挙げています。

　宮本氏は、政府答弁書がユニットセルフ・ディフェンスについて「国際法上の概念として確立しているわけではない」と述べていることを指摘。「ユニットセルフ・ディフェンスと称して他国部隊を防護した実例を示してほしい」と追及したのに対し、岸田文雄外相は「各国の事情もあり実例の公表は控える」と述べ、実例を一つも示せませんでした。

　宮本氏は「法的根拠自体が定まっていないものを国際慣習法として言い張るのはおかしい」と強調し、戦争法の廃止を求めました。

安倍首相、在任中の改憲また明言＝「やらないと言うのは不誠実」
　安倍晋三首相は２８日の参院予算委員会で、憲法改正について「自民党として既に（選挙で）示している。任期中にやらないと言うこと自体がおかしい。政治家としてむしろ不誠実だ」と述べ、在任中の実現に重ねて意欲を示した。社民党の吉田忠智党首への答弁。
　首相は改憲に関し、与党内の慎重論に配慮して国会での発言を控えているとみられていたが、持論に変わりがないことを改めて示した形だ。同時に「任期中に目指すと私が示している全ての政策と同じだ」と強調した。（時事通信2016/03/28-17:53）
首相、9条改正「時間かかる」　任期中改憲には意欲

共同通信2016/3/28 19:56

安倍晋三首相は28日の参院予算委員会で、憲法9条改正に対する国民の理解が進んでいない理由を問われ「説明には相当な時間がかかる。70年近く存在している憲法を変えるのは、そう簡単なことではない」と説明した。一方で、9条以外を念頭に置いた改憲の実現時期については「私の任期中に目指す」と重ねて意欲を示した。

　自民党の改憲草案に関し「現行憲法の平和主義は維持し、事実上、（戦力不保持を定めた）9条2項を書き換えていく」と主張。一方で「まだ十分な説明がされておらず、自民党案を見ている人もほとんどいない」と述べた。

志位委員長 衆参同日選に備え野党協力を
ＮＨＫ3月31日 16時34分
共産党の志位委員長は、夏の参議院選挙に合わせて衆議院の解散・総選挙を行う「衆参同日選挙」について、「解散権の乱用だ」として反対する考えを示した一方で、同日選挙に備えて、野党が小選挙区で協力関係を構築する必要があるという考えを示しました。
共産党の志位委員長は３１日の記者会見で、自民党内で夏の参議院選挙に合わせて衆議院の解散・総選挙を行う「衆参同日選挙」を巡る発言が相次いでいることについて、「衆参同日選挙は邪道だ。自分たちに有利になるから衆議院の解散・総選挙を行おうというやり方は、衆議院の解散権を党略的に乱用するものであり、われわれは反対だ」と述べました。
　その一方で、志位氏は「早期に衆議院選挙が行われる場合でも、野党が勝利できるよう態勢と準備をしっかり整えなければならならない。小選挙区でも野党共闘の態勢作りに力を入れる必要があり、協議に入ることが必要だ。小選挙区での共闘が本格的に実現した場合は、情勢の激変が起こる」と述べ、衆参同日選挙に備えて、野党が小選挙区で協力関係を構築する必要があるという考えを示しました。
しんぶん赤旗2016年4月1日(金)

衆参ダブル選・秘密保護法・ＴＰＰ　志位委員長が記者会見

	[image: image37.jpg]



（写真）記者会見する志位和夫委員長＝31日、国会内


　日本共産党の志位和夫委員長は３１日、国会内で記者会見し、国政上のさまざまな問題について記者団から問われ、次のように答えました。

●衆参ダブル選挙

　自民党から衆参ダブル選挙実施の発言が相次いでいることについて志位氏は「とにかく自分たちに有利だろうからやってしまえというやり方は、まさに解散権を党略的に乱用するものであり邪道です」と強調しました。

　さらに、「報道されているように、消費税１０％への増税を先送りすることを理由にしてダブル選挙をやるということであれば、ますます面妖です。増税を２度も延期するということは、アベノミクスの破綻を自ら認めたことになる。それであれば、やるべきことは解散でなくて内閣総辞職でなければなりません｣とも力説しました｡

　そのうえで、「もし早期の解散・総選挙になったとしても対応できるような準備を、野党全体としても日本共産党としても行う必要がある」と強調。現在、参院選１人区の野党共闘に全力をあげているが、それとともに衆院の小選挙区での野党共闘の態勢づくりが必要で、そのための協議に入ることが急務だと述べ、「小選挙区でも野党共闘を本格的に実現すれば、情勢の大きな激変が起こると思う」と表明しました。

●秘密保護法

　志位氏は、秘密保護法の運用をチェックするとして衆参両院に設けられた情報監視審査会が３０日に報告書を提出したことについて、「今度の報告書ではっきりしたのは、政府が何もかも秘密にし、質問しても答えないということです。国会に審査会という機構を設けたが、監視の機能が果たせないということが明瞭になっている」と指摘し、こう続けました。

　「国権の最高機関は国会です。その国会が監視機構をつくっても、行政府が抵抗して秘密を明らかにしない。これはまさに、行政権力が暴走状態になっており、憲法違反の状況がここでもつくりだされているということです。秘密保護法は廃止する以外にないことがいよいよもって明らかになってきたと思います」

●ＴＰＰ

　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案と関連法案の審議入りが目前となっていることについては、「政府・与党が弄（ろう）している二つのウソ」を徹底的に究明して批准阻止のたたかいを進めていきたいと表明しました。

　志位氏は、ＴＰＰ参加が自民党の選挙公約にも国会決議にも違反することが明瞭であるにもかかわらず、「政府は『違反ではない』とウソをついている」と指摘。さらに国内経済への影響に関する「政府試算」が、農林水産業へのマイナスの影響はほとんどないとし、国内総生産（ＧＤＰ）引き上げ効果を過大に見積もっていることをあげて、「試算とは呼べない」と批判しました。

　志位氏は「この二つのウソをついたまま、関税撤廃や『非関税障壁』の撤廃、農業、雇用、医療、政府調達、食の安全など、ありとあらゆる点で日本の主権を米国に売り渡すような重大な協定を批准することは絶対に許されない」と強調しました。

民進と選挙協力＝共・社幹部
　共産党の山下芳生書記局長は２８日の記者会見で、民進党結党について「安全保障法制廃止、安倍政権打倒、国政選挙での協力にプラスになるよう願っている」と期待を示した。社民党の吉田忠智党首も会見で「夏の参院選は衆院選との同日選も想定される。しっかりと選挙協力していきたい」と語った。
　一方、おおさか維新の会の馬場伸幸幹事長は会見で、民進党内で政策の異なる勢力が混在しているとして「ごった煮のような印象を国民が持っている」と指摘した。　（時事通信2016/03/28-20:01）
民共協力「甚だおかしい」＝自民幹事長
　自民党の谷垣禎一幹事長は２９日の記者会見で、民進党と共産党の選挙協力に関し、「参院選は（安全保障関連法廃止の）１点で結び付くが、衆院は政権選択の選挙だから協調しない。そうだとすれば甚だおかしい」と批判した。　
　また、野党が参院選で安保法を争点化しようとしていることに対し、「（野党は昨年の国会審議で）無用なイデオロギー対立をあおった。今さら蒸し返すようなことは必要ない」とけん制した。（時事通信2016/03/29-15:35）
共産が衆院選１次公認＝民進に選挙協力迫る

　共産党は３０日、次期衆院選の第１次公認候補１２人を発表した。いずれも東京都の選挙区。早期の衆院解散に備えた対応で、衆院選での協力に消極的な民進党に野党候補競合への危機感を与え、間接的に協議入りを迫る狙いもある。
　１次公認は、現職２人と新人１０人。穀田恵二国対委員長は３０日の記者会見で「衆参同日選が取り沙汰されている中、候補者を擁立しなければ出遅れてしまう」と説明。民進、社民、生活の３党に「選挙での共闘は今後とも追求する」と伝えたことも明らかにした。　
　衆院選共闘に関し、共産党は直近の国政選挙での比例代表得票率に応じ、各野党が擁立する候補者数を決める方式を他党に提案している。１４年衆院選の結果に基づくと、共産党への割り当ては７０選挙区ほどになる。
　同党は夏の参院選で、大票田である改選数２以上の複数区での戦いに重点を置けば、比例でも一定の得票が見込めると判断、１人区で全面的に候補を取り下げる方針に転じた。しかし、衆院選については「全国一律に小選挙区なので事情が異なる」（幹部）として民進党に譲歩を求めている。
　これに対し、民進党は政権選択が問われる衆院選での協力について態度を明確にしておらず、共産党の提案にも応じていない。岡田克也代表は２９日のＢＳフジの番組で「われわれが共産党候補を推薦したことは今まで一例もない」と強調。民進党内では「参院選と同様、当選の可能性がより高いこちらに最後は譲らざるを得ないはずだ」（保守系議員）と強気の声が出ている。
◇共産の衆院選１次公認候補
　共産党が３０日に発表した次期衆院選小選挙区の１次公認候補は次の通り。（敬称略。特記以外は新人）
　【東京】４区　青山昴平（２４）▽６区　岸武志（４４）▽９区　原純子（５１）▽１０区　岸良信（６０）▽１１区　小堤東（２６）▽１２区　池内沙織（３３）＝現▽１３区　斉藤真里子（４１）▽１４区　阿藤和之（４５）▽１７区　新井杉生（５７）▽２０区　宮本徹（４４）＝現▽２４区　飯田美弥子（５５）▽２５区　井上宣（４２）
（時事通信2016/03/30-20:22）2016/03/30-20:22

共産、小選挙区に候補擁立＝民進に「圧力」－次期衆院選
　共産党は２８日の常任幹部会で、他の野党との選挙協力をにらみ控えてきた次期衆院選小選挙区への擁立作業に着手する方針を決めた。衆院選での同党との選挙協力に消極的な民進党に圧力をかける狙いだ。山下芳生書記局長が記者会見で明らかにした。近く１次公認を発表する段取りという。
　山下氏は、民進党の母体となった旧民主党のこれまでの対応を「（２月の）５党首合意を誠実に履行する態度とは言えない」と批判。「民進党がこうした態度を取る下で、わが党として衆院選を戦う独自の準備を急ぐ必要がある」と語った。
　同時に山下氏は、衆院選での野党共闘は引き続き模索すると強調。独自候補の擁立について「結果的に民進党を含む野党間の選挙協力を前に進める力になる」と説明した。　
　旧民主、共産など野党５党は２月１９日の党首会談で「国政選挙でできる限りの協力を行う」ことで合意。しかし、民進党は政府・自民党の「野合批判」を受けて衆院選協力の協議入りに後ろ向きで、小選挙区の過半数に独自候補を立てる方針。（時事通信2016/03/28-20:30）2016/03/28-20:30
しんぶん赤旗2016年3月29日(火)

衆院小選挙区で、選挙協力を追求しつつ、候補者擁立をすすめることについて　山下書記局長が会見
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（写真）記者会見する山下芳生書記局長＝２８日、国会内


　日本共産党の山下芳生書記局長は２８日、国会内で会見し、衆院小選挙区の候補者擁立について次のように表明しました。

　一、本日の常任幹部会で、衆院の小選挙区で野党間の選挙協力を追求しつつ、わが党として候補者の擁立を進める方針を確認しました。

　わが党は２月１９日の５野党党首合意を踏まえて、２月２２日の全国都道府県委員長・参院選候補者会議において、衆院小選挙区での選挙協力のあり方について、「直近の国政選挙の比例代表選挙の野党各党の得票を基準にした『ギブ・アンド・テイク』を原則として推進する」という、党としての基準と原則を明らかにしました。

　一、その後、他の野党との協議の場でも繰り返し、わが党の立場を説明するとともに、どういう原則で選挙協力を行うかも含めて、衆院選での選挙協力の協議に入ることを呼びかけてきました。民主党との２党間協議でも、繰り返し協議に入ることを呼びかけてきましたが、「難しい」との回答でした。こうした状況のもとで、わが党として、衆院小選挙区の候補者の擁立は抑制する態度をとってきました。

　一、３月２３日の共産、維新、社民、生活の４党の党首会談での合意―「５野党間で速やかに衆院小選挙区での選挙協力のための協議に入るべきである」という合意を踏まえて、３月２５日の５野党書記局長・幹事長会談で、私は衆院小選挙区での選挙協力について５野党党首間で確認されたことであり、衆参ダブル選挙の可能性もあるもとで速やかに協議に入るべきだと改めて提起しました。

　それに対し、民主党の枝野幸男幹事長は「難しい」「協議には入れない」と繰り返し表明しました。枝野氏が「協議に入れない」理由としてあげたのは主に「党内を説得できない」「既に立候補している人を降ろせない」というものでした。一方、同党の玄葉光一郎選対委員長は、民進党として「単独過半数２３８は立てる」と述べ、既に２００人近くを擁立しています。自らは候補者を擁立しながら、「立てたら降ろせない」、選挙協力の協議に入ることさえ拒否するというのは、５党首合意を誠実に履行する態度とは言えません。

　一、民進党がこうした態度をとるもとで、わが党として総選挙をたたかう独自の準備を急ぐ必要があります。そのことが、結果として、民進党を含む野党間の衆院小選挙区での選挙協力を前に進める力にもなると考えます。以上の理由から、わが党として衆院小選挙区の候補者の擁立を進める方針を確認しました。

しんぶん赤旗2016年3月28日(月)

野党統一候補勝利へ力合わせ　市民連合　意見交換会　市民が政治動かす

　「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」は２７日、全国各地で奮闘する市民が集う「全国市民意見交換会～市民がつくる新しい選挙」を都内で開きました。市民の後押しで実現した参院選１人区での野党統一候補の勝利、１人区での擁立をさらに加速させる、衆院選小選挙区の共闘も進めるなど、熱心な議論が交わされました。
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（写真）各地の経験を交流する参加者＝27日、東京都千代田区


　意見交換会は分科会など三部にわたり開催され、第一部の全体交流会はメディアに公開されました。安全保障関連法に反対する学者の会の佐藤学氏が、戦争法をめぐる全国的たたかいの歴史的な特徴について、「市民が主権者として立ち上がり政党と政治を動かしている。市民団体が全国各地でこれまでにない統一を果たし、統一の思想に支えられ国会でも（野党）統一が実現した」と述べました。

　総がかり行動実行委員会の高田健氏は、安倍晋三首相が戦争法に続き明文改憲へ執念を抱く中、「これほど全国で市民が自らの力で立ち上がっている姿を見たことがない。この力で何としても首相の企てを阻止しよう」と呼びかけました。

　立憲デモクラシーの会の山口二郎共同代表は、衆参同時選挙の可能性にふれ「衆院選でも野党の協力を進める世論を喚起し、市民が野党の背中を押していくことが私たちの課題だ」と述べました。

　衆院北海道５区補選で池田まき予定候補への統一を後押しした「市民の風・北海道」の川原茂雄共同代表は、「安保法強行後の最初の国政選挙で参院選の前哨戦になる」と勝利する意義を指摘。「共産党の人たちが民主党のリーフをまいていて感動します。市民と野党が一緒にたたかいを進めている」と語ると、会場に「おお」という声が上がり、拍手に包まれました。

　全国初の市民・野党統一候補を擁立した参院熊本選挙区から、「あべ広美後援会」の平野みどり副会長が発言。「熊本は国会議員すべてが自民党。保守層にも『安倍政権はおかしい』という人がおり、そこに食い込むためアウェー（敵陣地）にも行きたい」と意気込みを述べました。

　２月１９日の５野党党首合意を受け統一候補を実現させた宮城選挙区から、「ママの会宮城」の吉田美智子さんが、候補者一本化で比例にまわった日本共産党のいわぶち彩子氏をこれからも「応援する」と発言。共産・民主両党と桜井充宮城選挙区予定候補が交わした政策協定の柱の一つに「辺野古（米軍新基地）反対が入ったことはすごく大きい」と紹介し、今後も消費税増税や原発再稼働の是非など各分野で話し合っていきたいと抱負を語りました。

　会場には３７都道府県から５７団体、９０人が参加しました。

しんぶん赤旗2016年3月27日(日)

大激戦の衆院北海道５区補選　焦る官邸　なりふり構わず
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（写真）声援に応える池田予定候補（右から３人目）と野党女性議員＝21日、北海道江別市


　夏の参院選に衆院解散・総選挙を重ねるダブル選の可能性も強まる中、その前哨戦として注目される衆院北海道５区補選は、５野党統一予定候補の池田まき氏と自民党の和田義明予定候補との一騎打ちの構図です。当初、楽勝を予想していた自民党にとって思わぬ大激戦となり、危機感を強めています。

　「１９日から２１日の３連休で行った自民党独自の情勢調査では、野党候補がものすごい追い上げだ」

　自民党関係者の一人は生々しい数字をあげました。「これまでダブルスコア以上の差だったのだから、勢いを含め評価すれば互角。官邸は『誤差の範囲』とし危機感を強め、焦っている」

　同党閣僚経験者は「無党派層で野党候補支持が伸びている。投票率が上がると非常に厳しくなる。この流れは非常に怖い」と語ります。別の自民党議員は「野党共闘の効果は想像以上だ」と警戒します。

急きょ政見放送

　安倍晋三首相は２３日に急きょ、衆院北海道５区用の政見放送を党本部で収録しました。関係者によると、候補者を立てる故・町村信孝衆院議長の派閥（現・細田派）だけでなく、自民党すべての派閥に対し「半強制」で「トータルで１０００人以上」の秘書を現地投入する“大量動員態勢”を敷いているといいます。

　「もし負ければ参院選、ダブル選などのシナリオが大きく狂う可能性もある。何が何でも負けられない」（関係者）という官邸の強い執念を示しています。自民党内には「野党共闘に関心も集まり、市民が前に出始めている」という不安の声が広がっています。

　安倍内閣は２２日、現在でも日本共産党が破壊活動防止法に基づく「調査対象団体である」などとした政府答弁書を閣議決定しました。日本共産党が「暴力革命」を方針としているかのような悪質なデマ攻撃を政権があげて行うもので、野党共闘の前進に対する焦りの表れです。同答弁書は、北海道５区補選で日本共産党との共闘に反対して民主党からの離党を表明し、同党から除籍となった鈴木貴子衆院議員の質問主意書への返答です。鈴木氏の出身母体である北海道の地域政党・新党大地と安倍政権との謀略的な協力関係を示すものです。

　参院選挙に向け、安倍政権は来年４月予定の消費税率１０％への増税実施を再延期する検討に入っています。「参院選自体、増税の是非を争点にしては勝てない」（関係者）という思惑です。

党略あけすけに

　自民党の溝手顕正参院議員会長は２０日のＮＨＫ「日曜討論」収録後、記者団に「増税をやるかやらないかという状況のままで参院選に入れない」「来年４月（増税）というタイミングでは良くない。大変だ」と語り、ダブル選について「賛成だ。やった方が参院選には有利だ」と語りました。これに対し自民党内からは、「正直といえば正直だが、あまりに露骨に党略的意図を語るもので、党内や公明党からも批判が出ている」という声が漏れます。（中祖寅一)

しんぶん赤旗2016年3月31日(木)

国民の思い受け止め挑む　衆院北海道５区補選 野党統一予定候補　池田 まきさん　力あわせ 平和と命の尊厳守る
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略 歴　１９７２年、東京生まれ。板橋区役所で福祉事務所に１４年間勤務。子どもの独立を機に２０１１年、札幌に移住。北大大学院を修了。フリーソーシャルワーカーとして活動する傍ら、「反貧困ネットワーク北海道」などの活動にも取り組む。


　戦争法施行後初の国政選挙となる衆院北海道５区補選（４月１２日告示、２４日投票）で、戦争法廃止、立憲主義回復を掲げて臨む野党統一予定候補・池田まきさん（４３）に聞きました。　（秋山強志）
　安保関連法の強行可決、集団的自衛権の閣議決定、弱者切り捨ての安倍政権。勝つためには野党も共闘しなければならない。国民のその思いが、統一を実現しました。政党の枠を超え、連帯し、声を上げた国民の思いをすべて受け止めて、全身全霊をもってこの選挙に挑みます。

　いま、戦後７０年守り続けてきた平和の歴史が、安倍政権によって断ち切られようとしています。絶対に許してはなりません。「戦争する国づくりを許さない」「誰一人おいてきぼりにしない日本をつくる」と訴えています。

　「安保法制がなくて安全は守れるんですか」といわれることもあります。紛争を武力で解決しようとするとエスカレートし、戦争になります。憲法９条を持つ日本。武力を使わずに平和に貢献できるはずです。自衛隊員も家族も海外での戦争に派遣されることに不安を抱えています。反対の声を上げられない人たちの命も守りたい。

　決して与党側が言うような「野合」ではありません。「市民の会」をはじめ、多くの市民が、政党とともにたたかう選挙です。共産党の人たちとは、平和と暮らし、社会保障、命の尊厳を守る点では同じ方向を向いていると感じています。

　シングルマザーとして２人の息子を育てる生活は過酷そのものでした。介護ヘルパー１級の資格をとり、トリプルワークも経験しました。板橋区役所に就職し、子育てと仕事を両立させつつ、介護福祉士、社会福祉士などの資格を取りました。
　私が頑張ってこられたのは、生存権や幸福追求権など個人の権利を守る憲法があったからです。その憲法を安倍首相は「改正」すると言っています。何としても阻止しなければいけません。

　子どもの貧困が生みだされる不条理な現実をなんとか変えたいと願っていたとき、政権交代で高校授業料の無償化が実現し、「政権が変われば政治が変わる」と実感しました。権力をかさに着て、声が大きい者、強い者、お金持ちが国民を牛耳る政治を変えたい。力を合わせて、諦めの政治から希望の政治へ転換しましょう。

　衆院北海道５区　札幌市厚別区、江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、石狩市、当別町、新篠津村

しんぶん赤旗2016年3月28日(月)

「民進党」が結党大会　立憲主義守り、安倍暴走止める

　民主党と維新の党の合流による「民進党」の結党大会が２７日、都内で開かれました。所属議員は衆参両院で１５６人となり、新代表に岡田克也氏（前民主党代表）が就任。「野党勢力を結集し、政権を担うことのできる新たな政党をつくる」と結党宣言しました。

　岡田氏は就任会見で野党共闘について問われ、日本共産党や当時の民主、維新両党など５野党の党首会談（２月１９日）に言及し、「５野党代表で確認した通り国会対応、国政選挙においてできる限り協力するというのが合意事項だ」と改めて表明しました。大会あいさつでは「憲法の保障する基本的な権利すら脅かされ、憲法の根幹である平和主義がないがしろにされている。安倍政権の暴走を止めなければならない」と述べ、「安倍政権が衆参同日選挙をやるというなら、受けて立とうではないか。『自公対国民の良識』のたたかいに勝利しよう」と呼びかけました。

　維新の党代表だった松野頼久氏は、同日開いた臨時党大会で同党解散を決定したことを報告しました。

　民進党綱領は、「自由と民主主義に立脚した立憲主義を断固として守る」と明記。「新しい人権、統治機構改革など時代の変化に対応した未来志向の憲法を国民とともに構想する」、「原発に頼らない社会を目指す」などと掲げました。

　新幹事長の枝野幸男氏（前民主党幹事長）が活動方針を報告し、「安保法制の廃止と現実的かつ必要な安全保障体制の整備に向けて総力を注ぐ」と述べました。

　来賓あいさつで連合の神津里季生会長は、政策に関して「民主党政権が瓦解したのはガバナンス（統治）のつたなさによるもの。“社会保障と税の一体改革”をはじめ民主党政権でなければできなかった理念、政策はしっかりと引き継がれるべきだ。間違っても目先の人気取りで魂まで失ってはならない」と要求しました。

　脳科学者の茂木健一郎、東京大学教授の大沢真理、ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）の奥田愛基の３氏があいさつをしました。

　２７日に結党した「民進党」大会で決定された役員は次の通りです。（敬称略）

◇
　▽代表　岡田克也▽代表代行　江田憲司、長妻昭、蓮舫▽幹事長　枝野幸男▽政調会長　山尾志桜里▽国対委員長　安住淳▽選対委員長　玄葉光一郎▽参院議員会長　郡司彰

二階氏 「衆参同日選挙」可能性高まっている
ＮＨＫ3月31日 8時25分
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自民党の二階総務会長は訪問先のニューヨークで同行の記者団と懇談し、夏の参議院選挙に合わせた「衆参同日選挙」について、「安倍総理大臣は相当の腹を固めているのではないか」と述べ、可能性が高まっているという見方を示しました。
この中で二階総務会長は、夏の参議院選挙に合わせた「衆参同日選挙」について、「安倍総理大臣が『やる気だな』というのは誰が考えても分かる。相当の腹を固めているのではないか。大変、大事な局面を迎えつつあるのは間違いない」と述べ、可能性が高まっているという見方を示しました。
　また、来年４月の消費税率の引き上げを予定どおり実施するかどうかについて、「難しい問題だが、このたびの政局を占う最大の問題点だ」と指摘する一方で、引き上げるかどうかの判断と衆議院の解散・総選挙は必ずしも結びつくものではないという認識を示しました。
　さらに二階氏は追加の経済対策について、「もう一段、経済対策をしっかり打つべきだという意見はちまたにあふれていて、『補正予算を組んでしっかりやるべきだ』と、たびたび申し上げている。安倍総理大臣から『その気はない』という回答は得ていないので、そういう方向に流れていくだろう」と述べました。
おおさか維新 日米同盟の在り方 党の考えまとめたい
ＮＨＫ3月30日 21時22分
おおさか維新の会の代表を務める大阪府の松井知事は、日米同盟の在り方について、「一方的にどちらかが負担を負っている状況を変えるのが政治の役割だ」と述べ、夏の参議院選挙までに党の考え方をまとめたいという考えを示しました。
日米関係を巡っては、アメリカ大統領選挙に向けて立候補しているトランプ氏が、日本がアメリカ軍の駐留経費の負担を大幅に増やさなければ撤退させると述べ、日米安全保障条約の見直しを主張しています。
　これに関連して、おおさか維新の会の代表を務める大阪府の松井知事は記者会見で、「アメリカは、日本に原爆を落とした国なので、日本に対して、核武装とはなかなか言えないはずだが、トランプ氏が支持を得ているのは、長年、アメリカ人の心の奥底に日米同盟に対する不公平感のようなものがあるのだろう」と述べました。
　そのうえで、松井知事は、「日米同盟を基軸としながら、いくつかの選択肢を提示し、一方的にどちらかが負担を負っているという状況を変えていくのが日本の政治の役割だ」と述べ、夏の参議院選挙までに日米同盟の在り方などついて党の考え方をまとめたいという考えを示しました。
“最終兵器必要なのか議論を” 
NHK大阪03月29日　20時37分 
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おおさか維新の会の代表を務める大阪府の松井知事は、アメリカ大統領選挙に向けて立候補しているトランプ氏が、日米安全保障条約の見直しを主張していることに関連し、「アメリカの軍事力で日本が守られなくなった時にどうするのか。自国の軍隊を備え、最終兵器が必要なのか議論すべきだ」と述べました。
　アメリカ大統領選挙に向けた野党・共和党の指名争いで、トップを走るトランプ氏は、日本がアメリカ軍の駐留経費の負担を大幅に増やさなければ撤退させると述べ、日米安全保障条約の見直しを主張しています。
　これに関連して、おおさか維新の会の代表を務める大阪府の松井知事は２９日、記者団に対し、「優勢とされている候補の主張について、聞こえないふりをしているのは無責任きわまりない。日米同盟の見直しを求められた時、どう答えるのか。一義的には今の政府だが、国政政党としても考えておかなければならない」と述べました。
　そのうえで松井知事は「完全な集団的自衛権という方向に行くのか、もしくは、自国で軍隊を備えるのか。武力を持とうとするならば最終兵器が必要になってくる。日本は唯一の被爆国なので、私の考えでは核を保有するのは嫌だし、やめたほうがいい。しかし、アメリカの軍事力のもとで、日本が守られなくなった時にどうするのか。
　それは夢物語でなんとかなるではすまない」と述べました。
しんぶん赤旗2016年3月27日(日)

おおさか維新　改憲前面　大会開催　住民否決の「都」固執

　おおさか維新の会（代表＝松井一郎大阪府知事)は２６日､大阪市内で党大会を開きました。改憲を前面に掲げるとともに、住民投票で否決された大阪市解体の｢大阪都｣構想に再挑戦することを盛り込んだ２０１６年度活動方針を採択しました。

　あいさつの中で松井代表は、「統治機構改革」「教育無償化」などのために憲法「改正」に取り組むことを表明。「おおさか維新の会」という名前は「地域の名前ではなく、精神的な思いを託した名前だ」と力説。「納税者の声にどうこたえるか」として、「既得権益の打破」「身を切る改革」を繰り返し強調し、「覚悟と決意を共有できなかった方々は去った」と述べました。一方、大阪維新の会所属の地方議員で相次ぐ政務活動費の不正使用については触れませんでした。

　共同代表の片山虎之助参院議員・元総務相は「選挙の年」として、４月の衆院京都３区補選、７月の参院選、あるいは衆参ダブル選に「勝ち抜かねばならない」と檄（げき）を飛ばしました。

　大会では、現在決まっている参院選候補が紹介されるとともに、衆院京都３区補選に出馬する森夏枝氏が決意表明しました。

安倍政権補完　実態が鮮明に

　「憲法改正に積極的に取り組む｣｡４月２４日投票の衆院京都３区補選と、今夏の参院選挙の決起大会となった党大会で、おおさか維新の会は｢改憲勢力｣として安倍晋三自公政権と歩調を合わせる姿勢を示しました。

　党大会では、参院選の目玉政策として、「統治機構改革」などを掲げた独自の改憲案を正式に決定。「責任改革野党の立場から政権交代を目指す」とアピールしました。しかし、その実態は政権の補完勢力でしかありません。

　「自公で過半数を割れば、どこかと組んでいろんなことをやらなければならない」。松井氏は党大会後、連立政権を念頭にこう述べました。先月２４日には参院選について「共産党と民主党に大阪での議席を与えたくない」と表明。自公との対決よりも共産党などとの対決に軸足を置く考えを示しました。松井氏はすでに自公とともに改憲の発議に必要な「３分の２の勢力に入る」と公言しています。

　この間の国会活動でも安倍政権の補完ぶりは鮮明です。

　現金授受疑惑が持たれている甘利明前経済再生相の問題では、疑惑を追及しないだけでなく公聴会で公述人に暴言を浴びせ、野党５党が共同提出した介護職員の処遇改善法案では、政府与党と足並みをそろえて反対しました。

　そもそも、おおさか維新は、今も党の「法律政策顧問」を務める橋下徹前大阪市長が合流と分裂を繰り返し結党した政党です。その主要メンバーのほとんどは元自民党の議員です。

　「自民党ができなかったことをやる。自民党が先延ばしにしていることをやる。民進党は絶対にできないことを示す」。党大会で下地幹郎政調会長はこう叫びました。自民党が「できないこと」を右から引っ張る。それが、おおさか維新の正体です。

　野党の共同にくさびを打ち込み、安倍政権を支えるおおさか維新を少数に追い込むことは、安倍政権の暴走政治そのものに痛打を与えることになります。同時に、野党共同をさらに発展させることにもつながります。

　それだけに、来るべき選挙で安倍政権とその補完勢力である、おおさか維新を少数に追い込むことは待ったなしの課題となっています。(笹川神由)

１６年度予算、１億総活躍が柱＝防衛費は初の５兆円台
　２９日に成立した２０１６年度予算は、年金・医療などの社会保障費や子育て支援などの経費が増加し、過去最大規模となった。安倍政権が掲げる「１億総活躍社会」実現に向けた関連施策を盛り込み、防衛費が初めて５兆円を突破したのが特徴だ。
　安倍晋三首相は２９日の記者会見で「国内総生産（ＧＤＰ）６００兆円へ、強い経済を確かなものにする予算だ」と強調した。
　１億総活躍関連では約２兆４０００億円を計上し、「新３本の矢」に掲げた「希望出生率１．８」を見据えた子育て支援や、「介護離職ゼロ」実現を目指した介護環境整備に充当。防衛費の増加は中国の海洋進出をにらんだものだ。環太平洋連携協定（ＴＰＰ）合意を踏まえた国内農家対策費用も盛り込まれた。
　社会保障関係費は、高齢化などに伴う自然増により過去最大に膨らんだ。歳出の膨張に歯止めがかかっておらず、一般会計総額は、当初予算ベースで４年連続で過去最大を更新した。（時事通信2016/03/29-21:16）
「アベノミクス破綻」野党が批判＝与党、経済再生加速に決意
　２０１６年度予算成立を受け、野党は２９日、安倍晋三首相の経済運営に対し「アベノミクスの破綻は明らか」（枝野幸男民進党幹事長）と批判、子育て支援や社会保障重視に政策転換すべきだと主張した。与党側は、予算の早期執行により経済再生の取り組みを加速させる方針を示した。
　枝野氏は記者会見で、首相が掲げる「経済好循環」を念頭に「企業の収益改善から所得向上、消費拡大というサイクルは全く回っていない」と指摘。政府・与党が追加の経済対策を検討していることについて「新年度予算が間違っていたことを自ら認めざるを得ない状況にある」と断じた。
　共産党の山下芳生書記局長は会見で「国民に社会保障の切り捨てを押し付け、保育所への（児童の）詰め込みで済まそうとする一方、大企業には減税のばらまきを行っている」と非難。社民党の吉田忠智党首は「１億総活躍どころか１億総崩れにつながる予算だ」と酷評した。
　おおさか維新の会の片山虎之助共同代表は、安倍政権下での予算規模拡大に触れ、「財政規律の問題がないわけではない」と懸念を示した。
　これに対し、自民党の稲田朋美政調会長は１６年度予算について「しっかりと早く執行していくことにより、日本経済の再生を加速化したい」と決意を表明。公明党の山口那津男代表は「少子高齢化社会に本格的に立ち向かっていく予算だ」と評価し、前倒し執行の効果に期待を示した。（時事通信2016/03/29-21:15）
経済対策を本格検討＝安倍首相、解散判断５月に－１６年度予算成立、前倒し執行へ
　過去最大となる一般会計総額９６兆７２１８億円の２０１６年度予算は２９日の参院本会議で、与党などの賛成多数で可決、成立した。これを受け安倍晋三首相は、予算を前倒しで執行するとともに、景気てこ入れのための経済対策の具体化を急ぐ。来年４月に予定する消費税率１０％への引き上げについても、再延期の是非の本格的な検討に入る。夏の参院選と同時の衆院選に踏み切るかは、５月の主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）前後を軸に決断する意向だ。
　民進党など野党側は、消費税増税を先送りする場合、首相の経済政策「アベノミクス」の失敗は明白だと批判。後半国会では、参院選をにらんで政権との対決姿勢を強める構えだ。（時事通信2016/03/29-21:10）2016/03/29-21:10
与野党「同日選」準備加速　首相、経済対策の検討表明

共同通信2016/3/29 23:09
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2016年度予算が成立し、記者会見する安倍首相＝29日夕、首相官邸
　2016年度予算が29日成立した。与野党は、安倍晋三首相が夏の参院選に合わせて衆院選を実施する「衆参同日選」の可能性を探っていることから、あらゆる事態に対応しようと準備を加速する。首相は記者会見で5月26、27両日の主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）での議論を踏まえ、新たな経済対策の策定検討を表明した。17年4月に予定する消費税増税再延期の可否も判断する。

　同日選について首相は4月24日投開票の衆院北海道5区補欠選挙の結果を重視。憲法改正発議に必要な衆参両院での「3分の2」以上の議席獲得に効果的かも見極める。5月に判断する意向だ。

北朝鮮への圧力強化協議＝日米韓の最優先課題に－国務副長官
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ブリンケン米国務副長官＝１月２０日、ソウル（ＥＰＡ＝時事）
　【ワシントン時事】ブリンケン米国務副長官は２９日、ワシントン市内で講演し、３１日に予定されている日米韓３カ国首脳会談について「北朝鮮対応が最優先課題だ。北朝鮮の（取るべき）選択肢を明確にするため、国連安保理制裁決議や各国の独自制裁の実施を重点的に協議する」と述べた。
　副長官はこの中で「北朝鮮の挑戦に対する日米韓の結束と決意は地域の安定に寄与し、不可欠なものとなっている」と指摘。北朝鮮が国際的な義務を順守するまで「われわれは代償を増やし続ける」と北朝鮮に警告した。（時事通信2016/03/30-08:51）2016/03/30-08:51
政府見解は不変＝トランプ氏の在日米軍撤退発言－米国務省
　【ワシントン時事】米国務省のカービー報道官は２８日の記者会見で、大統領選の共和党指名争いで首位に立つ不動産王ドナルド・トランプ氏が在日・在韓米軍撤退の可能性に言及したことについて「極めて重要な２国間関係に関する私たちの見解は何も変わっていない」と述べ、政府の考えを反映した発言ではないと説明した。　
　トランプ氏は米軍撤退と同時に、日韓両国による核武装を容認する考えも示している。
　報道官は大統領選候補の発言に関するコメントは控えると前置きしながら、「日韓両国への条約上の義務を厳粛に受け止める私たちの気持ち、朝鮮半島非核化の将来像に関する見解、防衛態勢見直しを進める日本への支持に何の変化もない」と重ねて強調した。（時事通信2016/03/29-07:17）
日米韓首脳 北朝鮮対応で安保・防衛協力推進で一致
ＮＨＫ4月1日 5時15分
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アメリカを訪れている安倍総理大臣は日本時間の３１日夜遅くから日米韓３か国の首脳会談に臨み、北朝鮮が、核やミサイルの開発を進めていることを踏まえ、３か国の安全保障・防衛分野の具体的な協力の推進に向けて協議していくことで一致しました。
世界５０か国余りの首脳が核を使ったテロへの予防策などを話し合う、核セキュリティーサミットに出席するため、アメリカのワシントンを訪れている安倍総理大臣は、サミットに先立ち、日本時間の３１日夜遅くからおよそ１時間にわたり、アメリカのオバマ大統領、韓国のパク・クネ（朴槿恵）大統領との日米韓３か国の首脳会談に臨みました。
　この中で、安倍総理大臣は、核実験や弾道ミサイルの発射など挑発行為を繰り返す北朝鮮について、「東アジア地域だけでなく、アメリカの安全に対しても直接的で重大な脅威であり、日米韓３か国の連携が不可欠だ。特に、安全保障上の協力を目に見える形で、具体的に進めていくことが重要だ」と指摘しました。
　そして、会談では、３か国で安全保障・防衛分野の具体的な協力を推進するため、日本と韓国の間で秘密情報を共有・保護するための法的な枠組み＝ＧＳＯＭＩＡの早期締結なども含めて協議していくことで一致しました。
　また北朝鮮に対する制裁が途上国を含めて効果的に行われるよう、途上国の取り組みを積極的に支援していくことを確認しました。
　さらに安倍総理大臣は、過激派組織ＩＳ＝イスラミックステートなどによるテロ対策には、軍事作戦と人道支援を組み合わせた多面的な取り組みが不可欠だとして、日本として非軍事面での支援を可能な限り実施する考えを示しました。
　そして３首脳は、過激派組織ＩＳへの対応や▽イラクやアフガニスタンなど中東地域の安定、それに南シナ海、東シナ海での中国の海洋進出などに連携して取り組んでいくことを確認しました。
トランプ発言、本質あぶり出す＝基地問題で本格議論を－寺島日本総研理事長
　【ニューヨーク時事】日本総合研究所の寺島実郎理事長は２８日、ニューヨークで開かれた時事トップセミナー（時事通信社主催）で講演し、米大統領選の共和党候補指名争いで首位に立つ不動産王ドナルド・トランプ氏が在日米軍撤退の可能性に言及したことについて、「事の本質があぶり出され、ごまかしの利かない議論をしなくてはいけない状況になってきた」との見方を示した。
　寺島理事長は「トランプ氏の主張はかつての『防衛ただ乗り論』の蒸し返しで、無知に基づく」と指摘。「世界の米軍基地の中で（受け入れ国が）７割もの駐留経費を負担しているのは日本だけだが、その構図が基地の固定化につながっている」と述べた。　
　その上で「トランプ氏が真剣に１００％の負担を持ち掛けるなら、次のステップのために日本側も本気で議論しなければならない。建設的な日米関係にとって決して悪くない局面だ」と語った。（時事通信2016/03/29-06:38）
日本に自主防衛促す＝核保有「時間の問題」－トランプ氏
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２９日、米ウィスコンシン州ミルウォーキーで、ＣＮＮテレビの番組で自説を述べるドナルド・トランプ氏（左）（ＥＰＡ＝時事）
　【ワシントン時事】米大統領選の共和党指名争いの首位を走る実業家ドナルド・トランプ氏（６９）は２９日、ＣＮＮテレビの番組で、日本は米国の軍事力に依拠するのではなく、核兵器の保有も含めて自衛隊の機能を強化し、自主防衛にかじを切ることが望ましいとの考えを示した。
　トランプ氏は、大統領に就任した場合に在日米軍を撤退させるかは日本が駐留経費の負担を大幅に増額するかどうかに懸かっていると改めて強調した。一方で「私たちは引き金を引きたくない。私はむしろ日本が北朝鮮に対する防衛力、攻撃力を持つところを見たい」と語った。
　司会者から「欧州やアジアの安定は米国にとっても利益があるのではないか」とただされると、「（巨額の負担により）米国を破産させる。これに値するほど大きな利益ではない」と反論。「日本と韓国が自力で自国を防衛するようになれば、私たちはより裕福になれる」と強調した。
　日韓両国の核武装に関しては「（保有させないのが）米国の政策だったかもしれないが、変えなければならない時がくるだろう」と主張。「（両国は）いずれにせよ（核兵器を）保有し始める。時間の問題にすぎない。彼らは北朝鮮におびえている」と独自の主張を展開した。　（時事通信2016/03/30-13:26）
トランプ氏は「無知」＝山崎拓氏
　自民党の山崎拓元副総裁は２９日、日本記者クラブで記者会見し、米大統領選の共和党候補者指名争いで首位のドナルド・トランプ氏が在日米軍撤退などに言及したことに関し、「外交・安保は無知蒙昧（もうまい）の類いではないか。当選しないことを祈っているし、信じている」と述べた。　（時事通信2016/03/29-19:18）
核武装、議論は必要＝トランプ氏発言受け－おおさか松井氏
　おおさか維新の会の松井一郎代表（大阪府知事）は２９日、米大統領選の共和党候補者指名争いで首位のドナルド・トランプ氏が日本の核武装容認に言及したことに関し、「完璧な集団的自衛権という方向に行くのか、自国で全て賄える軍隊を備えるのか。そういう武力を持つなら、最終兵器が必要になってくる。政治家が本気で議論しないとだめだ」と述べた。府庁で記者団に語った。
　松井氏は、「被爆国だから、核保有するのは、やめておいた方がいい」とした上で、「アメリカの軍事力で守られているのがなくなった時に、どうするか。何とかなるでは済まない」と指摘。「トランプ氏が大統領になることも視野に入れつつ、安保法制について議論を重ねて、変えていかなければならない」と強調した。　（時事通信2016/03/29-16:37）2016/03/29-16:37
南シナ海の既成事実化容認せず＝菅官房長官
　菅義偉官房長官は３０日午前の記者会見で、中国が南シナ海・西沙（英語名パラセル）諸島で対艦巡航ミサイルを配備したとの研究機関の分析について、「中国の大規模な埋め立てや軍事目的の利用など、一方的に現状を変更して緊張を高める行為は国際社会共通の懸念事項だ。こうした行為の既成事実化は絶対に認められない」と述べた。（時事通信2016/03/30-12:32）2016/03/30-12:32
特定秘密で改善要求＝「政府は説明責任履行を」－衆院審査会[image: image60.jpg]



衆院の大島理森議長（右から２人目）に２０１５年の年次報告書を提出する衆院情報監視審査会の額賀福志郎会長（中央）＝３０日午前、国会内
　政府の特定秘密保護法の運用を監視する衆院情報監視審査会の額賀福志郎会長（自民）は３０日午前、２０１５年の年次報告書を大島理森衆院議長に提出した。報告書では政府に対し、「審査会、立法府に対する説明責任履行について、一層の改善を求める」と指摘。特定秘密を含む各行政機関の文書一覧を提出することなど６項目を意見として挙げ、「真摯（しんし）な対応」を要求した。
　報告書には非公開としていたこれまでの審査会議事録も記載。この中で、審査会側が要求した国家安全保障会議（ＮＳＣ）の会議録の開示について、政府側が「慎重に検討する必要がある」として拒否したことなどを明らかにした。
　また、政府に対し、「特定秘密そのものではない事項についても『答弁を差し控える』との旨の答弁をすることが多かった」として、情報開示に消極的な姿勢に苦言を呈した。（時事通信2016/03/30-12:20）
特定秘密で政府に改善要請　情報監視審査会が初報告

共同通信2016/3/30 13:09
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山崎参院議長（左）に報告書を手渡す参院情報監視審査会の金子原二郎会長＝30日午後、国会
　特定秘密保護法の運用状況をチェックする衆参両院の情報監視審査会は30日、政府が2014年に指定した特定秘密に関する審査結果報告書を議決し、両院議長にそれぞれ提出した。衆院審査会の報告書は政府に対し、国会への説明責任を一層果たすよう強く改善を要求。今後の課題として、国家安全保障会議（NSC）の議論の情報開示について検討を重ねる必要があると指摘した。14年12月の法施行後、初の報告書。

　衆院の報告書は特定秘密について「秘匿の必要性は理解しつつも、政府においては、立法府に対する説明責任の履行について、一層の改善を強く求める」と明記。

政府、秘密開示に消極的＝国会審査会が不満募らす
　特定秘密保護法の運用を監視する衆参両院の情報監視審査会が３０日、立法府への説明責任を十分に果たすよう政府に求める内容の年次報告書をそれぞれ議長に提出した。報告書からは、政府側が審査会の求める情報開示に応じないケースが多く、特定秘密に当たらない事項まで回答を拒むなど、情報提供に消極的な実態が浮き彫りとなった。
　両院の審査会が報告書をまとめたのは、２０１４年１２月の設置後初めて。それぞれ８人の委員が１５年３月以降に各省庁からヒアリングを実施した結果をまとめた。両院とも十分な材料を集められなかったため、秘密指定が妥当かどうかを判断するには至らず、法律上の権限である「勧告権」の行使を見送らざるを得なかった。審査会の機能強化も今後の課題となる。
　報告書によると、政府は両院審査会に衛星画像など計５件の特定秘密情報を提示した。しかし、政府側は総じて情報提供に消極的な姿勢を崩さず、過激派組織イスラム国（ＩＳ）による邦人殺害事件の情報などは「公にできない」とした。
　また、参院審査会の調査では、内閣官房と法務省が１件ずつ、秘密情報のタイトルまで黒塗りにした状態で提出。審査会側は内容を推測することすらできなかった。一方、衆院の審査会は報告書で、特定秘密に当たらない事項についての照会に対し、政府側が「答弁を差し控える」との対応を繰り返したことを明らかにした。（時事通信2016/03/30-20:14）2016/03/30-20:14
衆参両院の情報監視審査会が初の報告書提出
ＮＨＫ3月30日 15時33分
政府による特定秘密保護法の運用を監視する、衆・参両院の「情報監視審査会」は、初めての報告書を両院の議長にそれぞれ提出しました。このうち衆議院の報告書は、国会への説明責任を果たすため運用の一層の改善を図るよう政府に強く求めています。
特に秘匿が必要な安全保障に関する情報を特定秘密に指定して保護する「特定秘密保護法」の政府による運用を監視するため、衆・参両院は、それぞれ「情報監視審査会」を設置しています。
　衆・参両院の審査会は、おととし１２月の法律の施行後、ことし１月末までの調査結果などを初めて報告書としてまとめ、３０日、両院の議長にそれぞれ提出しました。
　このうち衆議院の報告書は「特定秘密の秘匿の必要性は理解しつつも、政府は立法府に対する説明責任の履行について、一層の改善を図ることを強く求める」として、具体的な改善点などを政府への「意見」として示して　います。
　それによりますと、特定秘密の文書名や概要をリストにした「管理簿」について、「文書名があいまいで審査会の調査が極めて困難だった」として、外国や関係機関などに影響を及ぼさない範囲内で、内容が推測できる文書名で管理するよう求めています。
　また、「特定秘密の指定期間と、特定秘密が含まれる文書の保存期間が異なるケースがあり、不適切な廃棄につながるおそれがある」として、期間を原則として統一するとともに、政府内で文書の廃棄をチェックする仕組みを設けるべきだとしています。
　さらに、ＮＳＣ＝国家安全保障会議の４大臣会合の概要について、今後、審査会に情報を開示するよう求めることを検討するとしています。
官房長官「内容精査し誠実に対応したい」
菅官房長官は午後の記者会見で、「政府として報告書の内容を精査したうえで、趣旨を十分に踏まえて必要な対応を検討したい。審査会の調査に誠実に対応していきたい」と述べました。
しんぶん赤旗2016年4月1日(金)

何が秘密か政府次第　情報監視審査会が報告書

　政府の特定秘密保護法の運用を監視するとして衆参両院に設けられた情報監視審査会は３月３０日、初の報告書をそれぞれの院の議長に提出しました。両報告書の記述から、審査会が秘密の提出や説明を政府に求めても、提出するか、どう説明するかは政府の判断次第という実態が浮き彫りになりました。同時に、“チェック機関”というには程遠い審査会の限界も明らかになりました。

限界が浮き彫りに

　報告書には、政府が２０１４年に指定した特定秘密３８２件（約１８万９０００点）の運用に関する調査の経過や結果などが記載されています。

　質疑の概要を掲載した衆院審査会の報告書によると、国家安全保障会議（ＮＳＣ）４大臣会合の結論について、委員が「特定秘密とならないものがあるのではないか」と議事録の開示を求めたのに対し、政府は「同会合は総理の下、率直な意見交換が目的。非公開が前提」と答えるなど、自分たちの都合の悪い情報の提供をかたくなに拒む政府の姿勢が垣間見えます。

　「周辺有事」に関する「外国の政府との協議の内容」などとする特定秘密の「外国」の国名について、政府は「答えは差し控える」などと答弁。自衛隊の部隊行動基準（ＲＯＥ）の取り扱いについての質問には、特定秘密ではないが「公開は差し控えている」と答弁。秘密保護制度のもとで秘密のベールが何重にも張り巡らされている実態の一端が明らかになりました。

　報告書も「特定秘密ではない事項にも答弁を差し控えることが多かった」などと記述しています。しかし、衆院審査会は運用改善を求める「意見」を報告書に記載しただけで、審査会がもつ「勧告」権の行使に踏み込みませんでした。政府に特定秘密の内容の提示を求めたのも１件のみでした。

　参院審査会の報告書からは、法務省が秘密事項のリストで特定秘密を取り扱う職員の範囲を黒塗りにして提出したり、防衛省の１０件の特定秘密の名称が同じだったことがわかります。外務省が秘密を取り扱う職員の範囲の一部を部局の名称とするなど、政府側が何でも秘密としようとしている実態が明らかになりました。これらは、委員の指摘で一定の改善がなされました。

　同審査会では１５年１２月、民主の委員が国家安全保障会議と警視庁の特定秘密計２件の提示を求める動議を提出しましたが、自民公明の委員が反対して否決。委員への提示は計４件にとどまりました。

衆院選改革案、自公で提出検討＝アダムズ導入時期で野党と溝
　衆院小選挙区の「１票の格差」を是正する選挙制度改革について、自民党は２８日、関連法改正案を与党単独で提出する検討に入った。新たな定数配分方法「アダムズ方式」の導入時期で、民進党などと合意が見込めないためだ。与党だけで法案提出に踏み切れば、野党の反発は必至だ。
　大島理森衆院議長の下で行われた２８日の与野党協議で、自民党は２０２０年の大規模国勢調査に基づきアダムズ方式を導入すると法案に明記する考えを表明。公明党は導入時期に言及しなかったが、自民党に同調する方向で調整している。
　一方、民進党とおおさか維新の会は会合で、１０年の大規模調査を基に、直ちに同方式を導入すべきだと主張。民進党の枝野幸男幹事長はこの後、自民党の案を「先送りだ」と重ねて批判した。　
　こうした状況を踏まえ、自民党幹部は２８日、与党単独での法案提出について「そういうこともある」と明言。別の同党幹部も「野党は駄目だと言うだけだ。一気にやった方がいい」と語った。
　大島氏は２８日の協議で、４月７日に自らの最終判断を示す考えを伝えたが、自民党が主張する２０年国勢調査後の導入が念頭にあるとされる。こうした判断を提示した場合、野党が難色を示す可能性が高い。（時事通信2016/03/28-21:44）
しんぶん赤旗2016年3月29日(火)

衆院選挙制度で意見聴取　議長の越権行為　穀田氏が批判

　大島理森衆院議長は国会内で２８日、自民、民進、公明、共産、おおさかの５党だけを呼び出し、大島氏が提示した「選挙制度についての思い」と称する提案に対し、意見聴取を行うとともに、４月７日に最終判断をしたいと表明しました。

　大島氏は、「選挙制度についての思い」の中で、「都道府県への議席配分については、アダムズ方式を導入する」、「（その見直しは）１０年後に行われる大規模国勢調査の結果による」、「小選挙区６減、比例代表４減をそれぞれ行う」、「最高裁判決の要請及び（衆院選挙制度調査会の）答申の求めるところに応える」と示しています。

　出席した日本共産党の穀田恵二国対委員長は、最初に、この会合に一部の政党のみが呼ばれたことについて、「民主主義の根幹である選挙制度の議論を行うのに、すべての政党が参加しないやり方で会合を開催することは間違っている」と批判。この間、議長が各党から聞き取りを行い、指針のようなものを示して、合意させようとするやり方は「議長の越権行為だ」と強調しました。議長の役割は、全党が参加した協議での合意形成を促すことであり、その場を設けるべきだと提案しましたが、大島氏は「取りません」と拒否しました。

　また、穀田氏は、「最高裁判決は『１票の格差』を問題にしているのであり、定数削減は一言も触れていない。答申も定数削減は『根拠なし』『必要ない』が結論だ」と指摘。「格差問題と定数削減をリンクさせて議論することはまかりならない」と述べ、民意をゆがめる小選挙区制を抜本的に見直すべきだと、改めて表明しました。

　さらに、大島氏は、各党に努力を求め、４月７日に「議長としての最終判断をしたい」と表明。穀田氏は「きわめて横暴なやり方で、民主主義の土台を崩すものだ」と批判しました。

　この会合には塩川鉄也議員も出席しました。

消費増税「反対」は64％　衆参同日選の賛否拮抗　

共同通信2016/3/27 19:41
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安倍内閣支持率の推移
共同通信社が26、27両日に実施した全国電話世論調査によると、来年4月から消費税率を10％に引き上げることについて「反対」との回答が64・6％に上った。夏の参院選に合わせて衆院選を実施する衆参同日選について「同時に行った方がよい」と答えたのは44・3％だった。「同時に行わない方がよい」は41・2％で、賛否が拮抗した。

　「保育園落ちた」の匿名ブログに端を発した待機児童に関する問題に安倍政権が十分に取り組んでいるかとの質問には、75・0％が「十分と思わない」と答えた。

　安倍内閣の支持率は48・4％で、2月の前回調査から1・7ポイント増えた。

民進党「期待しない」67％　共同通信世論調査、支持率は8％

共同通信2016/3/27 21:56

　共同通信社が26、27両日に実施した全国電話世論調査によると、民主党と維新の党の合流新党「民進党」について「期待しない」との回答が67・8％に上った。「期待する」は26・1％にとどまった。政党支持率も8・0％で、2月の前回調査で民主党（9・3％）と維新の党（1・2％）が得た支持率を足した数値を下回った形で、両党合併による「効果」はまだ表れなかったようだ。

　夏の参院選比例代表で民進党に投票するとの回答は10・5％。前回調査で民主党と維新の党に投票するとした割合の合計（10・6％）と比べると横ばいだった。

辺野古移設賛否　反対５８％
NHK沖縄03月31日　10時58分
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沖縄県が、県民を対象に行った安全保障問題に関する意識調査でアメリカ軍普天間基地の名護市辺野古への移設の賛否を初めて聞いたところ、反対が５８％と６割近くになったことが分かりました。
　県は、安全保障の問題に関する県民の意識調査を３年前から行っていて、今年度、県民３０００人を対象に行われた調査の結果がまとまりました。
　今回の調査には、アメリカ軍普天間基地を名護市辺野古に移設する政府の方針への賛否を問う質問が初めて盛り込まれ、県によりますと、賛成が２６％、反対が５８％と、反対が、６割近くになりました。
　また、地域別にみますと、反対の割合が最も高かったのは那覇市を除く沖縄本島南部で、賛成が１０％台後半、反対が６０％台半ばでした。
　一方、移設先とされる名護市辺野古が含まれる沖縄本島北部では、賛成がおよそ３０％、反対が５０％台前半で、県全体の平均よりも、反対の割合が低くなったということです。
　翁長知事は、ことし１月の宜野湾市長選挙で全面的に支援する候補が敗れたものの、おととしの知事選挙や衆議院選挙で移設計画に反対する候補の当選が続いたことを踏まえて、政府に対し、「辺野古移設反対の民意は圧倒的だ」と主張しています。
　翁長知事は、この調査結果も踏まえながら、移設計画の阻止を目指すことにしています。 
しんぶん赤旗2016年3月26日(土)

２０１６ とくほう・特報　「破防法」答弁書 市民が批判　時代錯誤 安倍政権

「共産党への攻撃は市民への脅し」「反共は戦争の前夜」 識者も指摘

　日本共産党を「現在においても、破壊活動防止法（破防法）に基づく調査対象団体である」「『暴力革命の方針』に変更はない」などとした安倍内閣の答弁書（２２日閣議決定）に、怒りが広がっています。メディアでも「過熱する反共」（「東京」２４日付）、「政府の時代錯誤」（日刊スポーツ２４日付コラム）と、政府の対応を問題視しています。権力を使った「反共キャンペーン」からみえてくるものは――。(若林明)
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（写真）「共産＝暴力革命…時代錯誤」（日刊スポーツ）、「進む野党共闘『自民に焦り』」（東京新聞）などと報じるメディア


　「共産支持者ではないが、共産党に破壊（活動）防止法適用のニュースには怒りを感じる。国民の支持を受ける公党への誹（ひ）謗（ぼう）とうつる」、「自民党こそ、日本の平和を破壊しようとしている」。党本部への電話・メールやツイッターなどの投稿で、こんな批判が広がっています。

国民は分かっている

　法政大学元教授（政治学）の五十嵐仁氏は、閣議決定に対し「古色蒼然（そうぜん）です。共産党は暴力的な方法で政権転覆を考えていないし、暴力革命を方針としていないことは多くの国民はわかっています」と指摘します。

　日刊スポーツのコラム「政界地獄耳」（２４日付）も、「多くの国民が（共産党を）暴力革命を画策する政党とは思っておらず議席も増えている。いつの時代の話をしているのか」との政界関係者のコメントをひき、「政府の答弁書の時代錯誤の方が問題だ」と断じています。

　安倍内閣の答弁書が、日本共産党の綱領路線を百八十度ねじまげ、歴史の事実をわい曲した悪質なデマであることは、２２日の山下芳生書記局長の会見や本紙２４日付の論評「『議会の多数を得ての革命』の路線は明瞭」で、疑問の余地なく明らかにされています。

　日本共産党は戦前も戦後も党の正規の方針として「暴力革命」の方針をとったことは一度もありません。多額の税金を使って不当な手段で「調査活動」を行っている公安調査庁が６０年以上「調査」しても、「暴力革命」の「証拠」など、一つもあげることができません。

憲法軽んじる内閣が暴力的
　五十嵐氏は共産党へのデマによる誹謗は戦争前夜の声であると指摘します。

　「戦前日本もドイツも、戦争へと突入できるようにするために、もっとも頑強に戦争に反対した共産党を弾圧しました。ナチスは国会議事堂放火事件をでっち上げ、それを口実に共産党を弾圧し、ヒトラーの独裁体制を確立しました。やがてその弾圧は自由主義者やカトリックへと拡大し、ドイツは世界を相手に戦争をする国になっていったのです。同じように、安倍政権は、共産党を狙い撃ちにした攻撃によって戦争をする国づくりをすすめようとしています」と戦前と共通の危険性を語ります。
　まさに「反共は戦争の前夜」との指摘です。
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（写真）市民主催の街頭宣伝で参加者の声援に手を上げて応える（左から）吉田忠智（社民）、小川敏夫（民主）、志位和夫（共産）、初鹿明博（維新）の各氏＝１３日、東京・新宿駅東口


　政府答弁書の閣議決定を共産党への攻撃にとどまらないと指摘するのは、同志社大教授の岡野八代さんです。

　「共産党は、安保法制に反対する運動の中で市民と一緒に活動してきました。その共産党を破防法の調査対象団体だという政府答弁書は市民への威圧、脅迫と考えられます。憲法違反の安保法制に反対する市民の活動は憲法を順守した活動です。それにたいして、『違憲内閣』が振り下ろしてきた弾圧が今回の閣議決定です」

　岡野さんは「私たちの人権を守ってくれているのが憲法です。破防法よりも上位にある憲法を軽んじ、憲法改悪を公言する安倍内閣こそ『暴力的』です」と指摘します。

野党共闘への焦りの表れ

　なぜ、閣議決定による答弁書という方法まで使って、共産党攻撃に出てくるのか。

　前出の五十嵐氏は「安倍政権は、野党共闘がどれほど大きな政治的転換をもたらすかをわかっています。だから、その推進力となっている共産党へ攻撃を集中している」と分析します。「東京」２４日付も「自民党の反共キャンペーンの背景には、野党共闘の進展がある」と指摘します。

　自民党は、「『野党統一候補』＝『民共合作候補』」と誹謗中傷するビラを作成。「私たちが戦うのは、“ひ弱な野党”ではありません。相手はその裏で確実に勢力を拡大しつつある共産党」と反共主義をむき出しにしています。公明党も根拠もない日本共産党への悪口を並べ立てた『日本共産党のウソを暴く』というパンフレットを「非売品」として流布させています。

　しかし、政界に詳しいメディア関係者は「『合作』や破防法を持ち出すのは古すぎる。これは自民党、公明党の焦りの表れだ」と指摘。自民党関係者からも、「“容共＝自由の敵”のような構図は、古い冷戦構造を前提にしたイデオロギーで、現在の状況には合わない。逆効果ではないか」との声ももれます。

　悪質なデマまで使ったなりふり構わない安倍自公政権の反共キャンペーンにどう立ち向かうか。

　岡野さんは「一定の国民の支持を受け国会に議席を有する公党である共産党への弾圧は、結社の自由の侵害、議会制民主主義の破壊です。共産党以外の野党も含めて、市民からも批判の声を上げていくべきです」とのべます。

再稼働止める　代々木で大規模集会

東京新聞　2016年3月27日 朝刊 

	大規模集会で脱原発を訴えるメッセージを掲げる参加者たち＝２６日午後、東京都渋谷区の代々木公園で（潟沼義樹撮影）
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　東京電力福島第一原発事故から五年が経過した中、原発再稼働ストップなどを呼び掛ける大規模集会が二十六日、東京都渋谷区の代々木公園で開かれた。主催者発表で約三万五千人が集まり、参加者らは「原発のない未来へ」「つながろう福島」などと訴えた紙を掲げ、脱原発への思いを新たにした。

　作家の沢地久枝さんが登壇し、原発輸出推進や安全保障関連法施行など安倍政権の政策に触れ、「私たちはなめられている」「それが日本人の意思であるように言う政治家らを、このままにしておいていいとは思わない」と憤った。東電元幹部らの刑事責任を追及している福島原発告訴団副団長の佐藤和良さんも「福島を切り捨てる政権の原子力推進政策を許すわけにはいかない」と怒りをぶつけた。

　生後十一カ月の長女を連れて参加した横浜市の主婦戸原貴子さん（３９）は「五年前の事故で原発や放射能の怖さを知った。事故処理も終わっていない中で原発を再稼働することには反対」ときっぱり。祖母が広島で被爆したという東京都練馬区の元教師西田昭司さん（６９）も「核兵器だけでなく、原発も絶対やめなければならない」と訴えた。

　参加者らは集会後、代々木公園周辺をデモ行進し、脱原発への理解を呼び掛けた。

しんぶん赤旗2016年3月27日(日)

原発ゼロ　安倍政権ノー　統一行動に３万５０００人　東京・渋谷　市民の力発揮　福島に連帯

　「原発ゼロ」を求める統一行動「ＮＯ　ＮＵＫＥＳ　ＤＡＹ（ノーニュークスデイ）」として「原発のない未来へ！　つながろう福島！　守ろういのち！　全国大集会」が２６日、東京都渋谷区の代々木公園で開かれました。統一行動は今回で６回目。安倍晋三政権と電力業界に圧力をかけて原発をなくそうと、全国各地から３万５千人が参加。三つのステージが設けられ、青空のもと、「原発いらない」「再稼働反対」「安倍政権ノー」の声を響かせ、デモ行進しました。
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（写真）「原発のない未来へ」とアピールする全国大集会参加者＝26日、東京・代々木公園


　主催は、首都圏反原発連合（反原連）、原発をなくす全国連絡会、さようなら原発１０００万人アクション、反原発運動全国連絡会。戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会が協力しました。

　開始２時間ほど前から、福島から「福島を返せ！」のゼッケンを身につけて駆けつけた人らが続々と姿を見せ、ステージ上には「福島原発事故を忘れるな」のむしろ旗が。

　福島県双葉町から東京都内に避難している女性（７１）は「ふるさと双葉町を返せ！」のプラカードを手に、「ふるさとを離れて５年たち、国・東京電力は、賠償や住宅支援を打ち切ろうとしています。完全な補償と原発再稼働を許さないたたかいを最後まで頑張りぬきます」といいます。

　メーンステージでは、主催者あいさつで反原連のミサオ・レッドウルフさんが「大津地裁が高浜原発の運転を差し止めた。稼働中の原発を止めたのは初めて。私たちの大きな希望です」と強調。「原発問題でも、安倍政権が大きな壁です。私たちはひるむことなく声をあげ、市民運動が圧力をかけつづけ、原発を止めていく」と語りました。

　ルポライターの鎌田慧さん、「アベ政治を許さない」の行動を呼びかけた作家の澤地久枝さん、脱原発首長会議の村上達也さん（元茨城県東海村長）、「辺野古新基地を造らせないオール沖縄会議」の高里鈴代さん、ベラルーシから来たチェルノブイリ原発事故被害者のジャンナ・フィロメンコさんらがスピーチ。澤地さんは「福島原発事故で何十万という人がふるさとを奪われた。原発事故の被害者と手を結んで歩んでいきたい」とのべました。

　この日、総がかり行動実行委員会の福山真劫さん、小田川義和さん、シールズの芝田万奈さんがスピーチしました。

　川崎市の女性（７３）は「事故から５年が過ぎました。いまだに誰も責任を取っていないのはおかしい。デモや署名で、安倍政権に国民の声を突きつけたい。私はあきらめません」と語りました。

しんぶん赤旗2016年3月30日(水)

切実な願いに背く予算　参院本会議　田村議員が反対討論　自公賛成で成立

　２０１６年度政府予算案（一般会計総額９６兆７２１８億円）が２９日、参院本会議で自民、公明などの賛成多数で可決・成立しました。日本共産党、民進党、生活の党、社民党などが反対しました。
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（写真）反対討論に立つ田村智子議員＝29日、参院本会議


　日本共産党の田村智子議員は反対討論で「消費税１０％への増税を前提とし、破綻が明らかなアベノミクスにしがみついたものだ」と批判。消費税の５％から１０％への増税は、年間で１人当たり８万１０００円、平均的な世帯で１８万４０００円もの負担増になると指摘して中止を求めました。

　大企業の利益が急増する一方、国内総生産（ＧＤＰ）はマイナスに落ち込み、実質賃金は下がり続けていることを示し、経済路線の大転換を迫りました。

　くらしの問題では国民の願いに応えず、格差と貧困をさらに深刻にすると強調。待機児童問題では、認可保育所を増設するための国の新たな財政措置が求められているのに、それに応える予算ではないと批判しました。

　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の発効を前提としていることも重大だと指摘。東日本大震災と東京電力福島第１原発事故の被災者支援策の打ち切りは許されないとし、原発再稼働中止を求めました。

　田村氏は、安保法制＝戦争法が施行されたことを厳しく批判。「５兆円を超える軍事費を盛り込み、米国の戦争支援体制を強化している」と述べて、対米従属が極まる予算は断じて認められないと述べました。「日本共産党は国民との共同、野党共同をさらにすすめ、安倍政権に代わる新しい政治の扉を開くため全力を尽くす｣と表明しました｡

